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Market　Foreclosureとしての長期取引関係 Ⅰ
日本の流通と参入障壁

1991年８月

　本項の目的は，我々は流通業にみら

が ， 参 人 制 限 的 な 要 因 と し て 働

　まず第一に，日本の流通業と供給者

型に対して産業組織論的な視点からの

方と参入の問題を系統立てて考えるた

つある。

　(1)長期取引関係の優位には，［系列

　的な取引関係の維持墨守を必ずしも

　に卸部門の選別，整理，統廃合をも

　消する方向に働く。しかし，製品差

　「系列化」をとらえると，多段階性

　しろ，流通業者の Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔ

　戦略を生む場合が多い。

　(2)小売部門が零細で生業的な性格が

　て，小売店舗間の価格競争を緩和さ

　カーや卸の競争を引き起こし，小売店

　る。そのため「系列化」の契機はしば

　の Ｂａｒｇａｉｎｉｎｇ Ｐｏｗｅｒ によりチェッ

え込み」といった事態を招き易い。

　(3)高価格・高機能の流通組織は，小

　略奪的価格競争を避けるｃｏｌｌｕｓｉｖｅな

　全体としての流通業者の持つ裁量権

　相互を助長する関係にある。

　第二に，これらの類型に対して，主

意味や機能を考える。その中で中心的

て参入阻害的に働きうるか否かを分析
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れる長期取引関係の特質を系統立てて分析し，それ

き う る 可 能 性 に つ い て 考 え る こ と で あ る 。

の関わりあいについて類型化を行い，それぞれの類

模型化を行うことである。これは，流通部門のあり

めの枠組みを提供するものである。主要な結論は3

化」という構成原理が最も重要であるが，それは伝統

意味するのではなく，メーカー主導の下流組織特

たらした。この意味では，「系列化」は多段階性を解

別化と品揃えの拡大というメーカーの戦略の上で

の解消と垂直的関係の強化に向かうとは限らず，む

 としての役割や情報機能に依存したメーカー間の競争

強いことは，各小売店の地域間での支配力と相蓑っ

せ，逆に各小売店内の売上シェアを巡って，メー

の Ｂａｒｇａｉｎｉｎｇ Ｐｏｗｅｒ を高める役割を果たしてい

しば，小売店のこのようなＣｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔ として

クをうけたり，場合によっては，零細小売店の「かか

売部門の零細性や参入規制の存在，ブランド間での

傾向，その結果としての非価格競争の優位，そして，

の大きさと範囲の広さといった諸要因と整合的で，

として垂直的取引の様々な行為を対応させて，その

な課題は，これらの行為が，それぞれの類型におい

することである。全体として，明確な参入阻止を目
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的とした戦略的行動よりも，結果として既存取引関係，特に零細小売業の存在を前提とし

た流通のあり方が，参入費用を押し上げていることの方が，重要であると思われる。

つまり，以下の３点が特に重要である。

　(1)卸・小売ともに，概して流通業者は独立性を持つ Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔ であることによっ

　て，その存在意義と効率性そして Ｂａｒｇａｉｎｉｎｇ Ｐｏｗｅｒ を確保しており，多くの場合，参入

　企業に対して，排他的に取引関係の障壁を築きあげることは得策でもないし，また実行

　不可能なことも多い。

　(2)しかしながら，このような流通業者の Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔ としての交渉力や裁量範囲の大

　きさのために，参入企業も含めた全ての上流企業は多大の販路開拓，維持のための費用

　を必要とする。さまざまの販促活動やそれに費やされる営業要員の人的費用は，それが

　直接最終需要者への働きかけでない場合は，メーカー間のシェア争いのために費やされ

　る費用であり，過剰な投資となっている可能性が高い。このようなメーカー間競争と縦

　の関係での誘因確保に費やされる費用は，結果的に“Ｒａｉｓｉｎｇ Ｒｉｖａｒ’ｓ Ｃｏｓｔ”という現象

　を導いていると思われる。特に，生産規模や品揃えの幅が小さい企業にとって，このよ

　うな流通費用は全体としての限界費用を高くする。販売量が小さく品揃えが狭いほど，

　流通マージンが膨らみ易いのである。

　(3)他方，系列化が非常に進んだり，小売レベルからの流通チャネルの短縮が起こってい

　るような産業では，縦の流通チャネルの統合力が大きく，このような場合，Ｍａｒｋｅｔ

　Ｆｏｒｅｃｌｓｕｒｅの可能性がある。ここで特に重要なのは，高度成長期末まで残存した外資規

　制の果たした役割である。このために多くの海外からの参入企業は既存企業によって縦

　に統合された流通チャネルに依存して，合弁企業やライセンス生産・委託販売などの形

　態で市場に参入したのである。

はじめに

　本稿及びこれに続く二つの論文において，

我々は流通業にみられる長期取引関係の特質を

系統立てて分析し，それが，参人制限的な要因

として働きうる可能性について考える(注1)。ま

た大衆薬市場を例としてとりあげ，実際に

Ｍａｒｋｅｔ Ｆｏｒｅｃｌｏｓｕｒｅが起こっているか，いると

すれば，それがどの程度参入阻害的な要因とし

て働きうるかについて，詳しく考察する。

　全体として，かなり長大な論文であり，論点

も多岐にわたるので，以下ではあらかじめ，全

体像を明らかにしておく。本稿（以下(Ⅰ)で

あらわす）での主要目的はまず第一に，以下の

行論に必要な限りにおいて，日本の流通業と供

給者との関わりあいについて類型化を行ない，

それぞれの類型に対して産業組織論的な視点か

らの模型化を行なうことである。これは，流通

部門のあり方と参入の問題を系統立てて考える

ための枠組みを提供するものである。第二に，

これらの類型に対して，主として垂直的取引の

様々な行為を対応させて，その意味や機能を考

える。その中で中心的な課題は，これらの行為

が，それぞれの類型において参入阻害的に働き

うるか否かを分析することである。

　第二論文（Ⅱ）は，（Ⅰ）の参照枠組みの中で
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大衆薬市場をとりあげ，流通組織が参入阻害的

に働きうるか否か，ケース・スタディーを行な

う。（Ⅱ）においては特に小売レベルでのメー

カー間の競争手段とそのパフォーマンスに焦点

をあて，それが大衆医薬産業の流通組織全体の

特徴をよく説明することを示す。

　第三論文(Ⅲ) (近刊)は，(Ⅰ)，(Ⅱ)の分

析枠組に対応した Ｍａｒｋｅｔ Ｆｏｒｅｃｌｏｓｕｒｅ に関する

包括的な模型分析を行なう。(Ⅲ)では，特に零

細小売業間の空間的競争モデルで，日本の流通

業の基本的特徴をとらえ，これを所与とした上

流部門のマーケッティング行動や参入阻害的効

果の中心にＭａｒｋｅｔ Ｆｏｒｅｃｌｏｓｕｒｅが存在すること

を示す。

Ⅰ.　日本の流通業に関する定型的事実

　日本の流通に関して最近さまざまな形で批判

がよくなされる。「閉鎖的，排他的である」，「流

通マージンが高い」，「特殊な商慣行がありわか

りにくい」など流通の非効率性やそのあり方が

参入を困難にしているという主張が特に海外で

目立つ。

　一方，日本の流通業に対する産業組織論的な

アプローチによる研究も近年急速に進んだ(注2)。

これらの研究に目立つ特徴の一つは，上にあげ

たような日本の流通のあり方に対する批判に対

し，（その意図とは独立に），むしろ積極的に日

本の流通の特殊性を特長として評価する点であ

ろう。

　たとえば，取引関係が長期間持続され，その

ために新規参入者が困難であるとの主張に対応

して，長期の取引関係が取引の効率性を高める

ことが主張される。流通マージンが高いことに

対しては，要求の多い日本の消費者に満足のゆ

くサービスを提供するために，費用が高くなる

との主張がなされる。

　しかし，よく考えてみると，これら二つの主

張は必ずしも真向こうから対立しているのでは

なく，むしろ，同じものに対して二つの側面か

ら主張がなされていると考える方がより正確で

ある。取引関係が安定化し効率性が高まる背景

には，潜在的な他の取引相手のとの競争を一定

(注１)　本論に関して，措め，二，三の留意点を記しておく。第一に，本稿の課題は流通と参入であるが，寡
　　　占的な企業による参入阻止戦略をひとまず念頭に置かず，分析を進める。そうする理由は多岐にわた
　　　り，詳細にわたる説明は紙幅の都合で不可能であるが，一つには，日本の流通業に関する議論の多く
　　　が，寡占的企業の参入阻止行動に典型的にみられる多くの特徴と全く違った問題点を指摘している点
　　　を重視したい。唯一の例外はいわゆる流通の系列化であるが，これを参入阻止を目的とした行動と考
　　　えることは妥当ではなく，むしろ垂直的制限行為の副産物として，その参入阻害的な効果を分析する
　　　というのが筆者の立場である[第三節参照]。また寡占的企業の参入阻止行動の多くが，過剰設備投
　　　資リミット・プライシング，カルテル等，本章の課題である流通組織との関わりからはかなり隔たっ
　　　たものであることも理由である。我々が，日本の流通業のプロとタイプとして描くものは，むしろ独占
　　　的競争や空間競争の理論模型が対象とするような，数多くの生産企業や流通業者からなる不完全競争
　　　の世界である。
　　　　第二の留意点として，以下の分析での対象は基本的に最終需要者が消費者であるような産業である。
　　　中間生産物や生産財の流通についてもある程度言及するが分析の中心にはない。下請制，子会社，共同
　　　研究・開発などの独立した要因がこれらの財の流通には混入しており，垂直統合もかかわる流通の分
　　　析は更に輻重奏するおそれが強いからである。
(注２)　丸山(1988)，伊藤(1988)，伊藤(1989)，伊藤＝松井(1989)などが代表的なものとしてあげられ
　　　る。これらの研究に目立つ一つの特徴は，垂直的制限を基本にＰｒｉｎｃｉｐａｌ-Ａｇｎｅｔ Ｐｒｏｂｌｅｍとしてとらえ
　　　るという方向性である。他方，より伝統的な垂直的制限の分析は，寡占的企業の市場支配の手段として
　　　理解されてきた。たとえば三輪（1982）参照。
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程度遮断するメカニズムが働いているはずであ

る。垂直的効率性の確保と，水平的な系列間競

争の維持にはトレードオフが存在する。小売レ

ベルでのメーカー間の競争のあり方が，非価格

競争に重点をおくものであるため，接客技術，

包装，配達などに大きな投資がなされ，それが

競争の主要局面をなす。高マージンと高機能が

もたらされるのである。

　日本の流通の見通しが悪く，複雑であるとす

れば，それは日本の他の経済組織や，いくつか

の国の流通組織のように，単一の構成原理が支

配的な組織ではないからであろう。たとえば，

トヨタと下請け企業の間に成り立つ密接な協調

関係について，一方においては効率性が協調さ

れ，他方においては排他性が批判されることは

あっても，そのシステムの構成原理や目標につ

いて誤解や疑問を持つ余地は少ない。

　流通系列化の進んだ典型的業種とされる家電

メーカーと系列の小売店チェーン組織の間で，

近年，対立が何度か表面化している。量販店と

メーカー系列のチェーン組織からなる複線の流

通システムには，一方における垂直的取引関係

からくる要請・方針と，他方での地域小売市場

内での小売店舗間でのシェア争いという異質な

要素が混在している。

　日本の流通の複雑さの背景には，歴史的経緯

や日本の地理的，社会的特徴を反映した流通の

構造や商取引の形態があることは確かである。

今日でも，問屋制を前身とする卸はいくつかの

産業で重要な地位を占めているし，地方特産品

の流通には，生産地の問屋，集散地問屋，消費

地問屋という形態が残っているものもある。戦

後の都市の発達過程や，様々な中小企業や商業

に対する規制や補助政策が，小売業の現況を説

明するに重要なことも多書を要しない。

　しかし，日本の流通システムを複雑にみせ，

その理解を困難にしている最も重要な理由は，

日本の流通システムが異なった主体によって異

(注3 )　むろんここにあげた三つの要因に加えて，複雑な規制・許認可制度の網がかけられていることも忘

れてはならない。

なった目的のために部分的な修正をつけ加えら

れ続けてきたことにあると我々は考える。

　その中でも，我々は特に三つの要因をあげた

い(注３)。

　第一に，系列化と総称される主にメーカーに

よる縦の流通組織の統合という要素がある。系

列化の主体はメーカーであり，その目標は，縦

の流通組織全体の効率化とメーカーあるいは，

縦の流通関係も含めた系列内利益の極大化であ

る。

　第二に，系列化の過程で，あるいは系列全体

としての環境変化への対応として，流通業者の

メーカーによる選別，統廃合の要因がある。

「流通簡素化」とか「直販体制への移行」と

いった言葉がこれに含まれる。これを系列内競

争と呼んでも良いであろう。

　第三に，小売レベルでのメーカー間の略奪的

価格競争を防止するためのｃｏｌｌｕｓｉｖｅな要因があ

げられる。これは，後で述べるように小売業の

零細性や地域性により大きな影響を受けて，非

価格競争の優位とメーカー間のｃｏｌｌｕｓｉｖｅな傾向

をもたらしている。

　流通部門の当事者やメーカーは，これらの

様々な，そして，しばしば相反する目標に対し

て，それぞれの局面で異なった対応をしてきた。

日本の流通組織の特徴やその抱える問題もこ

のような異質な構成原理によって部分的な改善

が加えられてきたことによるのではないかと考

える。

　本稿の構成は以下のとおりである。まず以下

につづく1.1～1.3では上にあげた三つの契機を

軸に，日本の流通業に関する典型的事実を整理

しなおしてみる。まず系列化の動きに関して，

日本の流通業における長期的取引関係の定型的

特徴を詳しく考察する。その主要論点は，取引

の多面性・安定性，そして流通における情報機

能の重要性である。第二に，日本の流通部門取

引の特徴特に取引の他段階性・重層性と商業
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マージンの傾向的上昇を関連づけてとらえてみ

る。第三に，日本の流通業の最大の特徴といえ

る小売部門の零細性がもたらす影響をまとめて

みる。

　Ⅱでは上に述べた定型的事実やその背景とな

る三つの流通取引関係の契機がどのような局面

において，新規参入（生産）企業に対して参入

阻害的効果を持ちうるかを考える。その作業で

は，第一に，既存の取引関係がＭａｒｋｅｔ Ｆｏｒｅｃ-

ｌｏｓｕｒｅとして機能するための条件を考察し，そ

れらが日本の流通取引関係において満たされて

いるか否かを検証する。第二に参入者の

Ｍａｒｋｅｔ Ｆｏｒｅｃｌｏｓｕｒｅが流通取引費用を高める場

合，より具体的な取引局面やそれを決定づける

流通業の技術的要因とどのように関連しあうか

を考える。第三に，流通取引費用の構造が，参

入企業の流通への関与にどのような影響を与え

るかを参入企業の流通形態の選択の問題として

整理する。

　Ⅲでは，以下の行論を要約しながら，結論を

与える。

1.1　組織的取引の優位

　いま，“組織的取引”を取引の多面性と取引

関係の安定性という二つの特徴でとらえること

にしよう。組織的取引の優位は，流通部門に

限ったものではない。日本的雇用制度はその最

も極端なケースと考えられるし，下請企業と親

企業の間の取引にも特徴的にみられる。ただ

し，流通業において，取引の多面性と取引関係

の安定性が具体的にどのような行為類型や取引

内容を指しているのかについてはここで明らか

にすべきである。

1.1.1　取引の多面性

　取引の多面性は，流通部門においては，典型

的に次の二つの形であらわれる。第一に，特定

の取引関係の上で，数多くの財貨・サーヴィス

が取引される場合がある。その最も典型的な

ケースは，素材メーカーと総合商社の関係や，

農協と農家の取引にみられる。素材メーカー

は，一方で原材料の輸入手当で商社に依存し，

他方で製品販路でも商社が中心的な役割を果た

す。農家は農協の融資で種子・肥料・農機を農

協を通じて購入し，生産物の出荷も農協を通じ

て行なう。

　第二に，単一の財貨の取引関係においても，

陰伏的に多くの関連するサーヴィスの付与が取

引関係の上でなされることが多い。卸業者は単

にメーカーの製品を小売店に配給・分配するだ

けでなく，販促活動情報収集，商業信用の提

供などの他，場合によっては小売店をメーカー

に代わって監視・指示したりする。つまり，後

述するように，流通業において発生するサー

ヴィスは単なる財貨の移動（地理的，所有権両

面）にとどまらない。それに付帯する数多くの

サーヴィスも供給される。重要なことは，この

ような付加的サーヴィスが重要な位置を占め，

しかもそれ自体どして取引されるのではなく，

物流機能を基本とする取引関係の上で一括して

取引されている点である。

　なぜこのような形での多面的取引が極立って

いるのかについて考える場合，二つの基本的に

立場の異なるアプローヂがありうる。第一は，

このような多面性を競争制限的なｔｉｅｄ-ｉｎ ｔｒａｎｓ-

ａｃｔｉｏｎｓ（結合取引）と考える見方である。たと

えば，問屋が小売店から売れ筋商品の注文を受

けると，「死に筋」に近い在庫品も一緒に引き

とるよう要求するといった（それが事実か否か

は別として）ケースを多面的取引の本質と考え

る見方である。第二にの見方は，これとは対照的

に，単一取引における「失敗」を補完するため

に取引が多面的になっている，というものであ

る。これには，様々の要因が考えられるが，卸

売一小売業の関係で顕著な範囲の経済性がみら

れる場合はその典型である。たとえば，典型的

な小規模食料品店の取扱品日数は，従業員１～

２人のものでも数百点になるといわれる。これ

らを逐一別の卸から仕入れることの非効率性は

明白である。また，伝統的な問屋制度におい

て，問屋の金融機能が重要であったことはよく

知られているが，商業信用と財の取引を単一の
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取引関係で行なうことの優位も明らかであろう。

　取引の多面性を流通業において考える場合，

特に情報の伝達という側面が重要である。卸売

商の取り扱う商品は，多くの場合単一メーカー

が供給する範囲を遥かに超えており，小売店と

の関係においても，単一メーカーの商品のみを

小売店に卸すケースはほとんどない。したがっ

て，卸レベルでの小売店情報の収集には明白な

範囲の経済がある。他方，卸売店が小売情報を

独立の財貨として販売する場合「ただ乗り」の

問題が発生する。卸が物流サーヴィスと情報提

供を結合して販売することによって，二つの問

題をクリアーしていると考えることもできる。

このように，取引の多面性を積極的に評価す

る理由は多く，近年の研究ではこれらが強調さ

れることが多い。しかし，我々は，競争制限的

な要因と「市場の失敗」を補完する要因とを対

立させて考えるのは適当ではないと思う。むし

ろ強調すべき点は，この二つの側面を分離する

ことは多くの場合困難であり，後述するよう

に，競争制限的な力と市場の失敗を補完する力

は互いに他方を強化する方向に働き易いことで

ある(注4)。

1.1.2　長期取引

　組織的取引の第二の特徴は取引関係が長期間

持続される点である。

　取引関係が長期間持続されることの長所を理

論的に説明することは容易である。原理的に

いって，長期取引関係では不可能で短期取引関

係においてのみ可能なことは存在しない。むし

ろ，説明されなければいけないのは，どのよう

な取引関係が長期間持続されるか，特にいつど

のような形で取引関係の終結が起こるか，とい

う点である。

　取引関係を長期にわたり持続させる基本的な

誘因は双占剰余である。双占剰余とは特定の取

引関係を維持することで今後期待される収益の

現在価値と，取引関係を終結させ（他の取引相

手を捜すか公開市場で取引を行なうか，いずれ

かの手段で代替し）た場合に期待できる収益の

現在価値との差である。双占剰余が発生する背

景には，様々の理由があるが，いずれも広い意

味での「市場の失敗」としてとらえることがで

きる。

　その一つの有力な見方は，双占剰余の源を，

取引費用の差に求める。市場的取引が効率的に

利用されるためには，財の同質性，財の分割可

能性，情報の対象性，取引相手の匿名性といっ

た条件がみたされねばならない。

　たとえば汎用部品を市場で調達するのは容易

であっても，それと異なるサイズ，材質等を要

求する場合，特定の供給者と契約を結び，これ

ら条件をみたす製品について購入・納入を確約

する取引関係が必要となる。

　このような製品供給能力を持つサプライヤー

の数は充分に沢山あり，たとえば公開入札で発

注を行なった場合，サプライヤー間の競争が保

障されると考えても，必ずしも非現実的ではな

い。双占剰余が発生するのは，このような契約

を結び，サプライヤーあるいは購入者双方が，

その取引実行のための費用支出を開始してから

である。事前には同質であったサプライヤーも

ひとたびこのような取引実行のための投資が始

まってしまうと，明らかに契約相手とそれ以外

のサプライヤーの間には，供給能力に差がでて

しまう。つまり，このような双占剰余の発生に

は，ｓｕｎｋ ｃｏｓｔとなる投資的支出が背景にある。

　今いったような投資には，非常に広い範囲の

活動が含まれる。そもそも，取引相手を捜すた

めの探索活動に無視出来ない費用や時間がかか

る場合もあるし，取引相手が何を求めている

か，供給者の技術力，生産能力はどうか，経営

は安定しているか，といった情報収集にも費用

・時間が必要である。[2.2.2－2.2.4参照]

　取引関係を長期間持続さぜることの優位の第

二の理由は，短期取引（契約）では実現出来な

い取引が可能である点である。長期的取引（契

(注4 )　たとえばAker lo f  and  Miyazak i (1980)を参照せよ。
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約）では長期的取引（契約）の終結を懲罰とし

て課することで，短期的取引では不可能な（そ

して双方にとってより有利な）取引内容を実現

できるからである(注５)。

　たとえば，次のような非常に極端な例を考え

てみよう。ある財貨を各期１単位供給する契約

を結ぼうとする。しかし，供給される財貨の性

質上，当事者以外に実際に財貨が納入されたか

否かを確認出来ないとしよう（立証不可能性）。

全く同様に非常に極端であるが，その対価の支

払いも確認不可能であるとしよう（たとえば麻

薬取引，売春を考えよ）。短期取引では，このよ

うな取引は明らかに実行不可能である。なぜな

ら，双方とも契約違反の立証が不可能であるこ

とを知っているから，相手が契約どうりの行為

を実行するか否かにかかわらず，契約を無視す

るのが最適であるから。しかし，各期の取引が

双方共納得する形でなされた場合，次期も取引

を続けることにすれば，この取引は実行可能で

ある。つまり，今期の取引の結果と来期の契約

更改をリンクするような長期契約を結ぶのであ

る(注６)。

1.1.3　取引関係の選別

　このように長期取引を持続することの積極的

理由があるにも拘らず，全ての取引が長期取引

関係によってなされるわけでないのは何故であ

ろうか。

　それは，取引関係の持続性は一種の報奨・ラ

ンク付けに対応しており，そのために全ての取

引を長期取引で行なうことはかえって望ましく

ないからである。たとえば，注６の例を次のよ

うに修正してみよう。財の供給者には，二種類

あって，一方のグループの供給者は極めて時間

割引率が高く（ρは０に近く），もう一方のグ

ループではρが１に近いとする。購入者はこれ

らの供給者の間の違いを確認する手段がなく，

また，購入者自身のモラル・ハザードのため

に，あらかじめ保証金を要求するなどのボン

ディングも不可能であるとしよう。更に，全て

の供給者は技術的な限界により，一定の確率で

不良品を作ってしまい，納入がその期は物理的

に不可能であるとしよう。

　さて，先の理由から，納入がなされたか否か

を条件に支払いを拒否する契約はそれ自体では

実行不可能である。この場合，購入者側は，一

定の回数納入が行なわれないことを理由に，取

引関係を終結させることが望ましい。要する

に，取引関係の停止というペナルティーが，当

事者の誠意・努力，あるいは秘匿されていた情

報を引き出すことに使われるのである。

　日本の流通において，このような取引関係の

継続，停止，強化が取引相手に対する報奨・ラ

ンク付けとして，重要な機能を果たしているこ

とはいうまでもない。メーカーが，特定の卸売

業者を選別して「特約店」として差別したり，

直販メーカーが小売店に様々な形で，陰に陽に

ランク付けとそれに対する報奨を行なうのも，

このような行為の一類型であると思われる。

1.1.4　物流を超えた流通機能

　伝統的社会で，移動が少なく構成員の内に同

質性が高い経済では，人的関係を核とする取引

関係の上で様々な財貨が取引される。東南アジ

アの農村商人を考えてみるとよい。種子，肥料

の販売，収穫物の購入，委託販売，金融，“口

(注5)　これについては,たとえば Ｓｔｉｇｌｉｔｚ ａｎｄ Ｗｅｉｓｓ (1983) を参照せよ。

(注6)　購入者の財の留保価格を  p ,  納入者のそれをc とする。ｐ ＞ ｃであるとし ,  ｐ＞ｗ＞ｃをみたすよう

　　　 なwで取引するものとする。購入者 ,供給者が契約どうり取引する事により得る便益は ,それぞれ b＝

　p－ｗ　ｓ＝W-Cだから,時間割引きファクターをρとすると,

取引関係を維持することから得る利益の現在価値である。ここで ,買い

手が支払いを拒否して得られる利益はw  ,売り手が納入せずに対価だけを受け取る利益はc  であるか

ら,VB＞w , Vs＞c つまりc／ρ＜w＜ρpである限り取引を実行することが可能である。
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きき”，農機具の販売など，これらの商人は，

農民の経済活動の全面に登場する。伝統的な問

屋制度において，それはより組織化され，大規

模になるが，金融，販路の統括，原材料の確保

と，実に多面的な機能を流通業者が果たしてい

る点で両者は良く似ている。これら流通諸機能

を兼営することのメリットは明らかである。範

囲の経済や物流における規模の経済が明らかに

このような多機能性を助長する。

　しかし，上に挙げたような流通諸機能の兼営

という意味での多機能性のメリットは，戦後一

貫してその比重を低下させてきたと思われる。

メーカー側に資金負担力が小さかったり，小口

金融市場が未整備であった頃は，問屋あるいは

商社の商業金融能力は流通における卸売業の地

位を確保する重要な柱であったといえる。中間

素材や大規模装置産業が主力であった時代に

は，原材料確保と販路開拓の両面で，企業と取

引を行なう商社の機能も非常に重要であった。

しかし，物流機能の効率性が，モータリゼー

ションや航空機の利用により飛躍的に高まり，

物流サービスが流通組織とは独立して発展し，

製品差別化や品揃えを軸とするマーケッティン

グが中心になると，このような意味での多機能

性に積極的な意義を見つけることは困難である。

流通部門全体が抱える危機感もこのような流れ

と無縁ではあるまい。

　現在の日本の流通において，多機能性は主に

情報の収集提供，場合によっては商品開発の企

画立案にまで関与するような情報活動にその中

心があると思える。

　その中でも特に重要だと思われるのが，小売

段階での情報のフィードバック機能である。日

本の消費者は，財の品質のみならず，包装，

パッケージ，デリバリー，アフターサービス，

等々に実にきめ細かなサービスを要求する“う

るさい”買い手であるといわれる。この傾向

は，製品の差別化が進み，市場ニッチェが細分

化されるに従い，価格弾力性を小さくする一方

で個別品目間の大きな需要スウィングを引き起

こすことになる。あの種のちょっとしたデザイ

ンの改良が，それ以外殆ど同一の製品の間で決

定的なマーケットシェアの差をもたらすことが

実に多い。

　決定的に重要なのは，このような需要スウィ

ングをいち早く察知すること，それに迅速に対

応することである。日本の市場における小売情

報のフィードバックがいかに重要であるかも，

この点に大きく依存する(注７)。

　「現場情報」を積みあげて，それを活用する

ことのメリットは，既に生産場面において，小

池和男氏の様々な研究で，強調されており，日

本の企業組織の特徴と言われている。但し，こ

のような特徴が全ての流通部門において実現さ

れているか，となると疑問である。むしろ，近

年の卸売業にみられる取引のオンライン化，情

報機能の充実への取り組みは，これが流通業の

進むべき目標を示していると考えるべきであろ

う(注８)。

1.2　取引の重層性・多段階性

　中間取引の比率が高いこと，メーカーから小

売店に至るまでに，いくつもの経路があり，そ

れらが輻覆していること，そして全体として戦

後一貫して商業マージンが上昇を続けているこ

と（西村・坪内（1990）参照）は，日本の流通

業について，かなりの信頼度を持つ数少ない定

型的事実である。

(注7 )　近年特定の量販店チェーン，特にコンビニエンス・ストアのチェーンが，メーカーとの交渉におい

　　　て優位に立っている背景には，これらのチェーン店がもつＰＯＳ情報が重要だといわれる。加工食品や

　　　清涼飲料メーカーでは，二，三年前に，新製品発売ラッシュがピークに達したころから，新製品を事実

　　　上無料で (試供品として )コンビニエンス・ストアに納入し，その見返りにＰＯＳ情報の供与をうけるこ

　　　とが常態化しているといわれる。

(注8 )　これが少なくとも一時期期待されたほどには急速に進捗しなかったことにも，日本の流通組織が単

　　　一の構成原理で構築されたものではない事実が反映されている [たとえば三輪 (1991 ) ]。これに関して

は，Ｒｅｙ ａｎｄ Ｔｉｒｏｌｅ （1986）を参照のこと。
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　しかし，これらのいずれの事実を組み合わせ

ても，直線的に相互連関が成り立つものとはい

えない。たとえばＷ／Ｒ比率でみた多段階性

は，全体として，かなりはっきりした上昇傾向

にあり，商業マージンも上昇傾向にあるが，産

業別にみると商業マージンの増加と多段階性の

間には正の相関はない。多段階性がはっきりと

減少の傾向を示す品目，たとえば化学製品や輸

送機械においては，産業の集中化と流通の系列

化が戦後の特徴であるが，商業マージンは上昇

を続けている。多段階性が目立って高い生鮮食

料品は商業マージンの上昇が目立ち，アメリカ

に比べても高い。また，系列化とはほとんど無

縁の業種である。一方，系列化が進み，流通の

直線化が進んだ加工食品の商業マージンは，目

立って上昇しておらず，しかもアメリカに比べ

て目立って低い。

　要するに，流通の多段階性，重層性を（後述

の）零細性と結びつけて説明し，それによって

商業マージンの高さを主張するのは，説得力に

欠けると考えられる。

　しかし，次の二点はかなり安定した傾向とし

て指摘できると思われる。第一に，Ｗ／Ｒ比率

でみた多段階性が減少するどころか，むしろ上

昇気味であるが，他方，卸の中に占める製造

卸，つまり，メーカー自身の販社のシェアが確

実に増加している。商社・問屋まかせの販売と

いう，伝統的なメーカーの態度は一貫して減少

の傾向にある。第二に，商業マージンの高さ

は，おそらく，次節で検討する零細性，特に小

売部門の零細性と強い関連があり，系列化の流

れ，Ｗ／Ｒ比率の上昇も大規模小売店・量販店

と零細店舗間の競合という状況を考慮にいれて

検討すべきものと考えられる。以下ではこの二

点を軸に整理をしてみよう。

1.2.1　系列化と多段階性

　戦前及び戦後の高度成長期における，流通業

の多段階性は，小売業の全体としての零細性と

リスク負担力の乏しさに一つの原因を求められ

ることは間違いあるまい。商社金融・問屋金

融，返品慣行などの果たした様々の機能を考え

ることが可能であるが，これらはいずれも，仲

介業者全体としての配給・在庫（金利）負担力

に依存していたと思われる。しかし，卸売業者

は少数の例外を除いて，概して戦後期において

メーカーに比べて資金力があったわけではない

し，小売業と比べてさえ，ほとんど同等の小規

模経営，生業的性格をおびたものが多かったの

も事実である。むしろ，全体としてみれば，仲

介業者間の仲間相場の果たした役割の方が大き

い。卸売業者間の転売の容易さは，全体として

の仲介業者のリスク負担能力を引きあげ，在庫

のやりとりを円滑に行なうために不可欠の存在

であった。活発な仲間相場の存在が，耐久消費

財，中間素材や汎用生産財のＷ／Ｒ比率を押し

上げたのはいうまでもない。

　1 9 7 0 年以降，製品差別化による市場の

ｓｅｇｍｅｎｔａｔｉｏｎやメーカーの系列化が進むと，

メーカーは積極的に流通に関与し，卸仲介業者

に異なった能力を要求するようになる。それ

は，製品の品揃え，物流の効率化，在庫管理，

小売情報の提供といった前節で我々が正面にお

いた流通機能である。

　系列化が非常な勢いで進んだとしても，必ず

しも多段階性が減少を意味するとは限らない。

むしろ，系列化が促進するのは，業態としての

卸売業の変化であり，非効率な卸の選別，及び

統廃合であった。そのような機能は，それ以前

にはメーカーによってではなく，商社あるいは

直卸の大規模問屋が，二次卸以下の取引先との

関係を介して陰伏的になされていた。系列化は

直卸の相対的地位を下落させたのである。

　他方，零細小売店の存在がある限り，配給シ

ステムを支え，取引小売店の在庫管理が円滑に

なされるためには，どうしても地域ベースでの

二次卸の存在が不可欠である。もちろん，直販

体制を組んだメーカーによる流通統合が進む場

合，このような地域ベースの二次卸の機能は

「配給センター」のような集配基地により代替

されることもあろう。しかし，その流れは，こ

のような統合を強力に進める企業があり，しか
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もそれが小売店の品ぞろえとメーカーの供給す

る品目との対応が強い場合にのみ可能である。

　多くの場合，系列化の動きは二次卸以下の下

流部門の多段階性を一挙に減少させる方向には

働かなかった。その一つの理由は，製品差別化

が進展するにつれて，中間組織全体として価格

づけやリスク回避（吸収）機能をもつ仲間相場

の意義が薄れ，縦の流れでより大きなリスク負

担が必要になったことに求められる (注 9 )。ま

た，製品差別化と対応して進んだ，市場細分性

と絶え間ない新製品の導入のために，卸の在庫

管理や配給・情報機能はより重要となった。

　日本における流通の多段階性に関して，もう

一点確認すべき事は，生産財市場においても卸

売部門が流通の要になっており，これがＷ／Ｒ

比率等でみた多段階性を諸外国に比べて引き上

げる理由の一つにもなっている点である。

　これも含めて，（生産財の）最終需要者や（消

費財では）小売部門の零細性が，日本市場での

仲介組織の重要度を引き上げる要因であると考

えてよいと思われる。多段階性・重層性を減少

さぜる圧力には，上に述べたように，卸売業の

持つ在庫管理，価格付け機能特に仲間相場の

持つ重要性を減じる傾向があった。それと同時

に，メーカーの全体としての巨大化により，上

流のリスク負担能力が高まったことも見逃せな

い事実である。

1.2.2　取引費用と多段階性

　西村・坪内（前掲）にもあるように，商業

マージンの経年変化をみると，全体として小売

マージンの大幅で持続的な上昇がみられる。し

かも，輸送機械や化学製品など，日本の商業

マージンがアメリカに比べて特に高い産業にお

いて，小売マージンの上昇が著しい点をあげね

ばならない。

　流通の「多段階性」は，ある意味までは高度

成長期におけるメーカー側の次善的な対応策の

結果である。急速な市場規模の拡大に対し，

メーカー側は，独自の流通システムを構築する

だけの余裕がなく，配給組織としての卸に依存

して，小売ｏｕｔｌｅｔを求めざるを得なかった。小

売店の零細性や欄密性のために，流通在庫は大

きくなる傾向にあり，少品種大量生産のシステ

ムでは，流通在庫の調節は，卸仲間の市場が適

切に働くことでその役割を果した。多段階性が

なお維持されている事実は，むしろ卸の生き残

りをかけた情報機能へのシフト，（系列化の中

での）販社化といった要素からも説明されねば

ならないように思える。少なくとも，多段階性

の残存と商業マージンの高さの間に単純で直線

的な関係を見つけることはできない。

　商業マージンの長期上昇傾向の原因が何であ

るのかは今後の詳細な計量分析に委ねればなら

ないが（Ａｒｉｇａ ａｎｄ Ｎａｍｉｋａｗａ，ｆｏｒｔｈｃｏｍｉｎｇ），

それが，他部門に対しての生産上昇率の低さや

小売部門における有効な価格競争の不足と深く

関連していることはほぼ間違いない。

　商業マージンの長期上昇傾向は人件費の長期

上昇傾向と強い相関があるばかりか，商業マー

ジンの循環的変動は，商業部門の一人あたり販

売量の循環的変動とも強い相関があり，しかも

商業マージンに占める人件費率は，商規模と反

比例して，零細なもの程大きい。これらは，価

格競争が緩和されしかも労働生産性の伸びが低

い産業に特徴的にみられる生産性格差インフ

レーションの様相と極めて類似点が多い。

[Ａｒｉｇａ ａｎｄ Ｎａｍｉｋａｗａ　前掲]

1.3　小売部門の零細性

　このこと自体については多言を要しない。零

細な規模の小売店が欄密に分布していることが

日本の流通業の基礎的な特徴であることは否定

すべくもない。むしろ，問題はそれが流通部門

全体の他の特徴とどのようにかかわりあってい

るかである。

(注９ )　これに関連して下流部門が競争的であることによって，リスク回避が可能であるとの議論がある。

Ｋａｔｚ(前掲)参照。
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零細な小売店が桐密に分布していることによ

る第一の帰結は，それに対応した卸の配給・リ

スクの吸収機能が，そうでない場合に比べてよ

り強く要求される点であろう。小売店の品揃え

のメニューは，特殊な専門店などを除けば，特

定の産業やメーカーはおろか，特定の卸の扱う

品目メニューとも一致しない。結果として，配

給・在庫管理の面で，零細小売店のそれぞれに

複数の卸が関与するという，複雑なネットワー

クが必要になる(注10)。

　必然的に膨大な小売店への配給を行なう卸で

の営業人員もそれに対応して大きくならざるを

得ない(注11)。

1.3.1　リスク負担と返品慣行

　小売店が零細であることにより，リスク負担

能力が小さくなり，それに対応して返品慣行や

卸の金融機能が重要になることはよく知られて

いる。リスク吸収を卸も含めた上流が行なうこ

と自体は必ずしも効率性に直接の影響を持つも

のではないが，小売側に様々の形でモラルハ

ザードが発生している場合，リスク負担とモラ

ルハザードから発生するコストの間のトレード

・オフができる。

　たとえば次のようなケースを考えてみよう。

第Ⅱ論文でも言及するように，大衆医薬品産業

では，非常に広汎な返品慣行が成立している。

　メーカーや卸にとって，返品慣行はどのよう

な積極的役割を果たすだろうか? よくなされる

主張の一つは，返品は小売店での値崩れを防

ぎ，水平的外部性を削減する点である。過剰在

庫を抱えた小売店が「投げ売り」によって値崩

れを起こすような行動を防止する。しかし，過

剰在庫が値崩れを起こすか否かは決して自明で

はない。在庫変動に対して極端な小売価格で対

応することは，小売店自身の販売戦略にとって

も（メーカーと同様に）不利であるし，ブラン

ド内競争での値崩れ現象は在庫品処理とは無縁

のロス・リーダーになりやすい商品にもっとも

良くみられる現象である。また，適切な監視行

動さえともなえば，返品慣行に頼ることなく，

小売店の上のようなモラル・ハザードを防ぐこ

ともできる。セブン・イレブン・ジャパンが，

当日売れ残り品を廃棄処分にするというよくし

られたエピソードを想い起こせば充分であろう。

　むしろ，より説得的だと思われるのは，メー

カー側にとって，小売店確保，小売店舗内の陳

列スペース確保のために返品は都合のよい戦略

であること，特に，不断に新商品を出すような

メーカーにあっては，買取制にはかえってメー

カー自身のモラル・ハザードの問題がある点で

あろう(注12)。

　但し，返品慣行は零細な小売店に限定された

ものではない。悪名高い百貨店の返品率の高さ

を考えると，上のようなメーカー自身のモラル

・ハザードによるケースがかなり一般的なもの

ではないかと思われる。

1.3.2　リスク・シェアリング

　小売店が零細なために，リスク負担能力が小

さいことの帰結は，流通取引の他の特徴にもあ

らわれる。特に，長期取引関係との関連で重要

だと思われるのは，リスク（及びプロフィッ

ト）シェアリングの性格を持つ取引や取引関係

(注10)　たとえば，「小売薬業リポート」によれば，アンケート対象の薬局店平均14.1社の取引卸を持ってい

　　　　る。その内訳は，薬系7 .6社，一般雑貨2 .9社，化粧品1 .9社，医療雑貨1 . 8者などとなっている。アン

　　　　　ケート対象の薬局店の平均月商は約440万円であるから，取引卸一社あたりの平均月商は30万円程度に

　　　 過ぎない。

(注11 )　たとえば，卸の営業担当が一人当り100軒の小売店（これは上限に近い）を持っていたとしても，上

　　　　の薬局店のケースでは，14社余りの卸が入り込んでいるから，卸の営業担当一人あたりの小売店は７

　　　　件程度になる。

(注12)　返品ができない一部輸入品について，マージンが非常に高くなる傾向があるといわれる。小売価格

　　　　　を維持する戦略の中で，売れゆきの不確実性が高い商品を買取り制で流通チャネルにのせると，この

　　　　　ような事態がおこると予想される。
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が非常に広汎にかつ随所でみられる。しかも，

それが長期取引関係の骨格をなす。

　たとえば，フランチャイズ・チェーンの様々

なケースをみても，フランチャイズ本部は売上

（場合によっては店舗面積）比例のロイヤル

ティーフィーを徴収したり，原料供給価格に

マージンを上乗せすることで収入を得，米国の

フランチャイズ店の基本的なシステム，つまり

固定的なフィーと経費（材料の原価供給）とい

う体系は殆ど見られない。いま，リスクを無視

して，典型的なプリンシパル・エージェントの

問題として，フランチャイズ・システムを考え

ると，米国のように固定的なＲｏｙａｌｔｙ及び限界

費用で価格付けされた原料の供給というシステ

ムが効率的であることはよく知られている。限

界的な収益は，その収益向上のために努力する

フランチャイジーに全て帰着するからである。

売上や粗利益に定率をかけたＲｏｙａｌｔｙを徴収す

るシステムは，上のような意味から非効率であ

る。しかし，より長期的にみて，フランチャイ

ズ本部とフランチャイジーが取引関係の中で協

力して事業の展開や新製品の開発を行なうため

には，むしろリスク（＝プロフィット）シェア

リングは，固定的Ｒｏ ｙ ａ ｌ ｔ ｙよりも優れたパ

フォーマンスを示す可能性がある(注13)。

1.3.3　Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔとしての小売店

　零細小売店の重要な特徴は，小売店の商圏が

地理的に限定されており，立地条件・資金力な

どによって，店舗規模取引量にかなり明確で

容易に動かし難い限界がある点である。しか

も，小売店は限られた商圏内及び取扱品目にお

いて，地域独占あるいは空間的な独占的競争者

として位置しているから，小売店の利益にはこ

れに基づくレント的性格の超過利潤が発生しや

すい。このことは，小売店が特定メーカーの製

品の専売店である例外を除けば，小売店の

Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔとしての性格によっても補強

される。なぜなら，Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔとしての小

売店は複数のメーカー・卸からの製品を取扱っ

ており，次のような様々な要因によって，メー

カー間のｃｏｌｌｕｓｉｖｅな傾向とそれを支える高率の

小売マージンが固定化されやすいのである。

　第一に，メーカーや卸にとっても同一ブラン

ド内での小売店間の価格競争を避ける強いイン

センティブがある。ブランド内価格競争は，小

売店がロス・リーダーとして戦略的に行なう場

合も含めて，結果的に縦にみた流通部門内全体

の利益を損なう結果に陥り易いし，そのため，

価格競争が激しくなるにつれて，流通チャネル

の再編成を強いられることが多い。

　第二に，その結果，小売店間では価格以外で

の競争が重要となる。しかし，これらは，配

達，包装，応対，相談販売，製品情報の提供と

いった小売店の裁量の余地が極めて大きいもの

であり，メーカーの販売戦略として垂直的なコ

ントロールが極めて困難なものが多い。コント

ロールが容易でないことは，逆にいえば，これ

らの競争手段がメーカー間の競争のために垂直

的なコントロールを通じてｐｒｅｄａｔｏｒｙな目的に

使われる可能性が小さいことを意味する (注1 4 )。

また，このことが，小売店舗間のサービスの差

別化にも使われうる。

　第三に，垂直的コントロールが困難であるこ

とによって，逆に水平的な協力と，縦の業者間

の対抗という形で流通系列内の対立が発生する

ことがある。このような場合，メーカー間の

ｃｏｌｌｕｓｉｖｅな傾向は一層強くなると思われる。

　Ｃｏｌｌｕｓｉｖｅな傾向は「系列化」というメーカー

の目標と，小売店の持つＢａｒｇａｉｎing Ｐｏｗｅｒの間

の妥協の産物であろう。「系列化」が製品差別

化をともなう限り，小売価格に対する需要弾力

(注1 3 )　フランチャイズ制に限らず，はっきりとしたテリトリー制を持つような下流組織を構築する場合，

　　　　フランチャイズ本部や上流企業が全体の売上・利潤の極大化のために，既存フランチャイジーの商圏

　　　　の一部を犠牲にして，フランチャイズを増設することが問題になり易い。プロフィサトシェアリング

はこのようなモラルハザードに対する一定の歯止めになる。

(注14）　Ｂｏｌｔｏｎ ａｎｄ Ｂｏｎａｎｎｏ（1988）を参照。
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性は小さくなり，価格競争は緩和される。その

ため，系列内の垂直的制限政策の中での価格の

持つ戦略的地位は低くなっている。むしろ，小

売価格やマージンが固定化することで，小売店

の利害と系列の利害の直接対立が避けられ，共

同利益を増大させるようなさまざまな非価格競

争に重点が置かれる。

　しかし，量販店やディスカウントショップに

おいては，このようなシステムがうまく働くと

は限らない。第一に，固定経費の占める比重が

高いため，高価格・高マージン戦略と矛盾が生

ずることが多い。第二に，相談一推奨販売を重

視しない販売戦略をとるため，「系列」の政策

として多用される非価格競争手段が利用可能で

なかったり，小売側の協力が得られない場合が

多い。第三に，一般小売店以上に，品揃え，特

に同一品についても多くのブランドを揃える戦

略がとられるため，ここでも系列化の目標と対

立がおこる。このような条件と，そして量販店

の多くがチェーン組織で多店舗制であることか

ら，卸の関与や裁量権が小さく，よりメーカー

と量販店の対立，量販店を巡るメーカー間の競

争は顕在化する。

　このような代替的な小売チャネルが存在する

ことでｃｏｌｌｕｓｉｖｅな傾向がチェックされることに

なる。

1.4　小括

　日本の流通業や定型的事実を流通「構造」と

流通「組織」や「行為」について分けて考える

としよう。小売部門の零細性や取引の多段階性

・重層性は，より「構造」に近く，長期取引関

係の優位や，物流を超える流通機能はより「組

織」や「行為」に近い。しかし，ここまでの行

論で明らかになったように，これらの定型的事

実の間の相互連関は決して直線的ではなく「構

造」が「組織」や「行為」を説明するといった

因果関係も必ずしも明確ではない。取引の重層

性や多段階性は，しばしば垂直的にみた取引関

係の強固さと矛盾・対立するし，小売業の零細

性が一定程度，流通の多段階性を維持する原因

になっているといっても，流通の簡素化と零細

小売店の存在は必ずしも対立するわけではない。

　むしろ，我々は最初に提起したような，三つ

の異なった流通組織の構成契機に注目してそこ

からこれらの定型的事実の間の関連を把握すべ

きであるとの立場をとった。

　そこから得られる主要な結論は以下のような

ものになる。

(1)長期取引関係の優位には，「系列化」という

構成原理が最も重要であるが，それは伝統的な

取引関係の維持墨守を必ずしも意味するのでは

なく，メーカー主導の下流組織，特に卸部門の

選別，整理，統廃合をもたらした。この意味で

は，「系列化」は多段階性を解消する方向に働

く。しかし，製品差別化と品揃えの拡大という

メーカーの戦略の上で「系列化」をとらえる

と，多段階性の解消と垂直的関係の強化に向か

うとは限らず，むしろ，流通業者のＣｏｍｍｏｎ

Ａｇｅｎｔとしての役割や情報機能に依存したメー

カー間の競争戦略を生む場合が多い。

(2)小売部門が零細で生業的な性格が強いこと

は，各小売店の地域商圏での支配力と相まっ

て，小売店舗間の価格競争を緩和させ，逆に各

小売店内の売上シェアを巡って，メーカーや卸

の競争を引き起こし，小売店のＢａ ｒ ｇ ａ ｉ ｎ ｉ ｎｇ

Ｐｏｗｅｒを高める役割を果たしている。そのため

「系列化」の契機はしばしぱ，小売店のこのよ

うなＣｏｍｍｏｎ  ＡｇｅｎｔとしてのＢａｒｇａ ｉｎ ｉ ｎｇ

Ｐｏｗｅｒによりチェックをうけたり，場合によっ

ては，零細小売店の「かかえ込み」といった事

態を招き易い。

(3)高価格・高機能の流通組織は，小売部門の零

細性や参入規制の存在，ブランド間での略奪的

価格競争を避けるｃｏｌｌｕｓｉｖｅな傾向，その結果と

しての非価格競争の優位，そして，全体として

の流通業者の持つ裁量権の大きさと範囲の広さ

といった諸要因と整合的で，相互を助長する関

係にある。
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Ⅱ.　Ｍａｒｋｅｔ　Ｆｏｒｅｃｌｏｓｕｒｅとしての長期的取引関係

　本節の目的は三つある。第一に，流通業にお

ける長期取引関係がMarket Foreclosureとして

機能しているためには，どの様な条件が必要な

のか，我々が実際に観察する長期取引関係はこ

のような条件をみたしているのかを検証する。

第二に，長期取引関係は具体的にどのような取

引の局面でどのような特徴をもっており，それ

がどのような形態の参入を困難にするかを明ら

かにする。第三に，このような制約条件に対応

して，参入企業がどのように対応してゆくかを

考えたい。以下，順にこれらの目的に沿って議

論を進めてゆく。

2.1　 Market Foreclosureとその対抗力

　Market Foreclosureとは，特定企業が上流あ

るいは下流の企業を垂直統合したり，垂直的制

限に属する様々な行為・契約により，上流ある

いは下流市場への競合他企業の参入を制限する

こと，そしてそのために，当該企業の属する市

場及びあるいはこのような行為の対象となる市

場において，寡占的傾向が強まることをいう。

　内外の独占禁止法の適用基準（あるいは少な

くともその法理念）やジャーナリズムの論調ほ

どMarket Foreclosureがもたらす効果は経済学

的に明確ではない。問題を整理すると，まず第

一に，Market Foreclosureを─たとえば流通の

文脈でいえば─，メーカーによる卸や小売業者

に対する支配力強化と，それに基づく様々な不

公正な取引圧力や（メーカーによる）独占的な

支配力行使としてとらえることに基本的な疑問

がある。なぜならば，もしも垂直的制限行為

が，下流側にとって自らの不利益をもたらすも

のであれば，このような行為が双方合意の上で

実行されているとは到底信じ難いからである。

つまりMarke t  Fo r e c l o s u r eは，当事者双方に

とって望ましいものでなければ実行に移されて

はいないはずであり，これが示されねばならな

い (注1 5 )。第二に，垂直的制限行為(以下ＶＲ-Ｖｅ-

ｒｔ ｉｃａ ｌ  Ｒｅｓｔｒａｉｎｔｓの略記）の全てがＭａｒｋｅｔ

Ｆｏｒｅｃｌｏｓｕｒｅを企図したものではない。むしろ，

Ａｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔや垂直的あるいは水平的外部性へ

の対処と考えられるのがＶＲの方が遥かに一般

的である。ただし，その意図は別として，ＶＲの

多くはMarket Foreclosureとしての効果も持ち

得ることに留意せねばならない。つまり，ＶＲ

の副産物としてのMarket Forec losureである。

第三にMarket Foreclosureが，当事者にとって

魅力のある，つまり結合利潤を大きくする方向

に働くか否かは，上・下流それぞれにおける市

場の寡占度，競争の形態，情報の非対称性，規

制の存在などで決定的な影響を受ける (注 1 6 )。一

般的で頑健な結論は，上の質問には存在しない。

2.1.1　ＶＲと市場構造

　それではＶＲのうち何がどのような市場で利

用可能か，どのような市場で様々な手段が使わ

れるのかまず考えてみよう。

　ひとくちにいって，ＶＲは，それを適用され

る取引企業の属する市場が競争的である程，利

用が難しくなる。例えば，非常に単純な数量割

引も市場が充分に競争的な場合は実効に乏しい。

下流業者は，互いに，需要を持ちより，まとめ

買いをして，その間で分配すればよいからであ

る。非線型価格一般が，このような裁定行動に

（注15）　Market Foreclosureを巡る論争に関しては，Ｐｅｒｒｙ(1989)やＫａｔｚ(1989)を参照。

(注16 )　垂直統合度の増大がかえって，寡占的メーカー間の競争をより激しくするため，避けられるべき場

合も考えられる。
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より不可能となる。しかし，競争的な市場で

も，ｌｕｍｐ ｓｕｍな形での徴収は，下流業者が完全

にａｎｏｎｙｍｏｕｓでない限り可能である。

　VRの利用可能性は，情報の非対称性によっ

ても大きく影響される。再販価格維持（ＲＰＭ）

を例にとれば，小売価格を充分に監視できない

限り，実効は疑問である。一般に，一方が観測

不可能であったり，立証不可能な情報に依存す

る契約をそれ自体として実効あるものとするこ

とはできないから，VRの利用可能性もこれに

よって限界づけられることになる。他方，情報

の非対称性によって，他の取引が不可能になる

ために，しばしば汎用されるVRも存在する。

例えば，直接的な販売促進活動の命令が不可能

であるために，小売マージンを大きくとって，

販売促進活動からの（小売店にとっての）

ｍａｒｇｉｎａｌ ｂｅｎｅｆｉｔを大きくするとか，アフター

サービスなどの水平的外部性のために発生する

非効率性を滅殺するために，地域割りを行なっ

て，ｌｏｃａｌなｍｏｎｏｐｏｌｙを人為的に形成する，と

いった類である。

　さらに，垂直統合ではなく，垂直的制限によ

り流通業者とメーカーの関係が保たれているこ

とは，流通業者の独自性が，生産企業にとって

さえある意味では望ましいものであることを示

唆する。それは，第一義的には，企業間取引の

比重が大きくなく，流通業者のｃｏｍｍｏｎ ａｇｅｎｔ

としての特質を犠牲にすることが却って系列全

体の利潤を減らすことに因るものと考えられる

が，流通業者が独立した企業体であることで，

それ以上に，新規事業・市場開拓や，組織の効

率化・人的資本蓄積の諸面からみても利すると

ころが大きいからではなかろうか?これらは流

通を超えた，日本の企業間取引に関わる重要な

研究課題であろう。

　結局，ＶＲが観察される市場においては，次

のような特徴がみいだされ易い。

　第一に，広い意味での不完全競争の世界で

VRは頻繁に利用される。財貨が同質的で競争

的な市場ではVRの実効の余地はないしまたそ

の必要もない。それと同時に，VRは情報の非

対称性に対抗する次善的手段として特に重要で

ある。つまり，下流業者が一定の独立性を持

ち，しかも下流業者の行動が上流メーカーが販

売する財貨の品質や売行きに重要な影響を与え

る市場である。

　このような特徴は，日本の流通業が直面して

いる環境と概してよく似ているといえるであろ

う。流通業者は零細ではあっても，限られた商

圏で一定の支配力を持っている。しかも，流通

チャネルの中で独自の事業主体である卸が（そ

の配給機能を背景として）中心に位置している

ため，小売店とメーカーの間の関係は間接的な

ものになる。さらに一般小売店の相談販売が重

要で小売店の裁量の幅が大きい。ここに，情報

の非対称性を克服することの重要性が浮かび上

がる。

　さて，VRに関する理論的研究の主眼が，今

述べたような（特定）メーカーと，その財貨を

配給する流通業者の間の本人一代理人の問題

（Ｐｒｉｎｃｉｐａｌ-Ａｇｅｎｔ Ｐｒｏｂｌｅｍ）の問題としてとら

えられてきたのは，このような分析視角から

いって当然のことであった。しかし，重要なこ

とは，ＶＲといい，系列化といい，いずれも，こ

のような「タテ」の流れを意識する一方で，競

合するチャネル，それをたばねる企業同士の関

係も必然的に入りこんでくる。事実，冒頭で注

意したように，長期取引関係はこの二つの側面

を持つものなのである。

2.1.2　長期取引関係下でのVR

　流通業を念頭においた場合，V Rは特定の

メーカーと流通業者の関わりに限っても，複数

の流通業者間のｉｎｔｅｒａｃｔｉｏｎｓを考慮に入れねば

ならない。そのことは，VRが水平的外部性に

対抗する手段として使われることも意味するが
(注17)，他方では，VRが１対１のＰｒｉｎｃｉｐａｌ Ａｇｅ-

ｎｔの関係では利用可能でない，選別・ランキン

(注17)　Ｋａｔｚ(前掲)参照。
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グの目的にも利用される (注 1 8 )ことをも意味して

いる。

　長期的取引関係を有効に働かせる手段とし

て，選別・ランキングのメカニズムは極めて重

要である。生産財企業間，特に組み立て産業に

おける多くの実証研究が示すように，選別・ラ

ンキングのメカニズムは，長期取引関係下にお

ける機会主義的な行動の抑止のために，極めて

有効な競争メカニズムを導入する(注19)。同一系

列内での有効競争を確保できるのである。

 しかし，日本の流通業において，このような

系列内競争のメカニズムが同じように有効に利

用されているか否かは，必ずしも明らかではな

い。メーカーは特に，卸の選別にあたり，特約

店制度をおいたり，メーカー主導の卸の再編成

を行なうことで，ある程度このようなメカニズ

ムを利用したと考えられるが，小売店レベルで

このようなメカエズムが有効に働いているか否

かは明確ではない。その理由の一つは，どのよ

うに零細な小売店でも，少なくとも短期的に

は，ある限られた商圏内での地域独占的な市場

支配力を持っており，メーカーにとっては，た

とえ系列化をすすめた場合でさえ，有効なブラ

ンド内競争を確保することが困難なことである
(注20)。また，選別・ランキングは，独占禁止法に

いう不公正な差別的取引にあたる場合もあり，

実行不可能なものも多い。直販の利点のひとつ

はこのような選別を行ない易いことにも求めら

れる。

　長期取引関係の持つ最も本質的な特徴は，一

方で長期取引関係下にない潜在的な取引相手と

の競争を遮断しながら，内部的に上のようなメ

カニズムを通じて競争メカニズムを取り入れる

ことができる点にある。しかし，このような系

列内競争が確保されるためには，いくつかの条

件が必要である。第一に，系列外の潜在的取引

相手との競合がある程度遮断され，系列内での

選別・ランキングのメカニズムがインセンティ

ブメカニズムとして有効に働く環境がなければ

ならない。第二に，取引関係に特殊な様々な投

資行動を可能にするためのメカニズム，具体的

には投資負担と投資収益の分配を有効に結びつ

けるメカニズムが必要である。アフターサービ

スに必要な技術の修得，取扱小売店間の協力体

制作りなどはその例である。このような共同投

資行動がなされるためには，Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔと

しての流通業者の利益がある程度犠牲にされる

必要がある。但し，取引関係下にある全ての流

通業者が，このような条件を満たす強固な長期

取引関係下になければならないとは限らない。

より市場取引に近い形態の取引関係の方がか

えってベターであることもある(注21)。

　これらを可能にする基盤は前章でも述べた双

占剰余の存在である。それが，外側の潜在的競

争者との取引や裁定行動という機会主義的行動

を抑止する一方，他方では，市場競争を上回る

内部競争のインセンティブ・メカニズムを働か

せるもとになっている。つまり，「内部競争」の

メカニズムが，長期的取引関係の中でもより双

占剰余の大きい，強い紐帯を持つ骨格部分と，

ぞの周縁部により双占的剰余が小さいｃｏｍｐｅｔｉ-

ｔｉｖｅ ｆｒｉｎｇｅをつくりあげる。

(注18)　Ｒａｎｋ Ｏｒｋｅｒ Ｔｏｕｎａｍｅｎｔ(ROT)の比較優位についてはＮａｌｅｂｕｆｆ ａｎｄ Ｓｔｉｇｌｉｔｚ(1983),Ｐｒｉｎｃｉｐａｌ-Ｍｕｌｔｉｐｌｅ

　　　　ＡｇｅｎｔｓとＲＯＴの関係についてはＭａｌｃｏｍｓｏｎ (1986) を参照。

(注19)　伊丹他(1988)に驚ける自動車産業の研究はその好例を与えてくれる。

(注20)　実際，化粧品，家電医薬品など小売店の系列化が目立つ業種において，小売での規模間の生産性格差

　　　 が大きく，零細小売店をチェーン化して抱え込んだメーカーにとって，今や大きな負担となっていると

　　　 いわれる。つまり，これらのメーカーは，依然としてそのシェアの大きな部分を零細チェーン店に依存

　　　 しているために，量販店重視の流通戦略を打ち出すことが困難になるばかりか，零細小売店の生産性

　　　 の低さが様々な資金，技術人員援助負担となってメーカーの流通費用を押し上げているといわれる。

(注21)　このテーマはＷｉｌｌｉａｍｓｏｎｓのＴｒａｎｓａｃｔｉｏｎ Ｃｏｓｔ Ａｐｐｒｏａｃｈ と重なり合う側面もあるが，リスク吸収，流

　　　　通業者のｃｏｍｍｏｎ ａｇｅｎｔとしての範囲の経済性など，それに含まれない要素も重要であろう。取引関係

　　　　の濃淡を決定する要因の厳密な分析はまだなされていない。［２.１.５参照］
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2.1.3　Ｒａｉｓｉｎｇ Ｒｉｖａｌｓ’ Ｃｏｓｔｓ

　長期取引関係下でのＶＲは一般により強力で

あり，ＭｕｔｕａｌＩｙ Ｅｆｆｉｃｉｅｎｔな取引により近い取引

を実現できるとともに，取引関係外部との競争

遮断の効果も強くなる。そこで発生する双占剰

余が，メーカー側に独占されない限り，流通業

者側も継続して取引を続ける強いインセンティ

ブがある。

　結果として，流通業と既存メーカーの強固な

取引関係は，新規参入者にとって，流通費用を

つりあげる効果を持つ。Ｓａｌｏｐと彼の共同研究

者が中心となってすすめている“Ｒａｉｓｉｎｇ Ｒｉｖａｌｓ’

Ｃｏｓｔｓ”のテーマに含められる参入阻害的効果の

一類型と考えることができよう(注22)。

　上のような見方は確かにもっともらしいもの

の，いくつかの点でより厳密な考察が必要にな

る。

　第一に，長期取引関係をそれ自体として排他

的取引関係としてとらえるのは基本的には誤り

である。事実としては，一般小売店は複数の卸

と継続的取引関係を持っており，卸も複数メー

カーとの取引をしている。流通業者が上流の

Ｃｏｍｍｏｎ  Ａｇｅｎｔとして機能することに明白な

範囲の経済性がある場合，たとえ長期取引関係

が“Ｒａｉｓｉｎｇ Ｒｉｖａｌｓ’ Ｃｏｓｔｓ”にあたるとしても，そ

れを競合企業の下流の流通業者へのａｃｃｅｓｓを不

可能にするという意味でとらえるべきではない。

［但し，3.2.1の例外に注意せよ。］

　第二に，長期取引関係における選別・ランキ

ングのシステムと，上の問題の関係が明確にさ

れねばならない。

　第三に，特に次節との関連で考える場合，小

売レベルでの非効率性がもたらす効果を適切に

分析枠組みの中で取り扱うべきである。以下で

これらの点を考えてみる。

2.1.4　品揃えと取引関係

　小売店にとって基本的な技術的条件は店舗規

模，商圏の大きさ，従業員数などで決定され

る，取扱品目や日商規模に対する制約である。

したがって，特定卸あるいはそれを経由する

メーカーとの取引においても，このような規模

を，どのメーカーのどの品目に割当てるかが，

基本的な戦略になる。顧た，一般小売店におい

ては，相談・推奨販売の比重が高いし，陳列や

品揃え，等々，様々な側面で小売店は，どの

メーカーの何を中心に販売してゆくかに関して

大きな裁量の余地を残している。

　このために，メーカーや卸からの小売店舗に

対する様々な「働きかけ」が行なわれる。そし

て，これがＶＲとしての様々な手段が，ブラン

ド間競争としての役割も果たしている基本的な

理由であるといえよう。

　各小売店の販売戦略に対する働きかけを巡る

ブランド間競争は，結果として小売店に大きな

Ｂａｒｇａｉｎｉｎｇ Ｐｏｗｅｒを与えるものと考えられる。

特に，特定の商品群に対して，フルラインを持

つ企業が複数個ある場合，小売店のＢａｒｇａｉｎｉｎｇ

Ｐｏｗｅｒは強くなるであろう。

　このために，小売店と上流との長期取引関係

は，排他的で双方独占的な状況よりも，より多

くの剰余を小売店に与えるような分配に導き易

いと考えられる。

　小売店舗に上に述べたような技術的制約がな

い場合（より正確には，このような制約が有効

でない場合），多数のメーカーと取引関係を維

持していることは必ずしも交渉力の優位につな

がらない。商圏の拡大が容易で，店舗スペース

も拡大可能で，従業員も容易に増員できるなら

ば，特定メーカーの製品に対する「働きかけ」

や「販売政策」はそれ自体，個別に交渉可能で

あり，小売店にとって，対抗メーカーの製品と

入れ換えるといった脅しはｃｒｅｄｉｂｌｅでなくなる

からである。

　参入企業にとって，このような状況が流通コ

ストを高くし参入を不利にするのはどの様な場

合であろうか?

(注22)　Ｓａｌｏｐ ａｎｄ Ｓｃｈｅｆｆｍａｎ (1983) ，Ｏｒｄｏｖｅｒ ａｎｄ Ｓａｌｏｎｅｒ (1989) 参照。
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　まず，第一に，上に述べたようなＶＲの運営

には，かなりはっきりした範囲の経済が働くも

のと思われる。非常に狭いニッチで参入してく

る企業にとって，小売店の販売インセンティブ

を確保し，情報提供を行なうことには費用がか

かる。

　またより一般的に，小売店のＢａｒ ｇａ ｉ ｎ ｉ ｎ ｇ

Ｐｏｗｅｒが強いために取引費用が高くなること

で，小規模の参入も不利になる。特にｄｏｍｉ-

ｎａｎ ｔな企業が存在する場合，ｃｏｍｐｅ ｔ ｉ ｔ ｉ ｖ ｅ

ｆｒｉｎｇｅの中小メーカーは，取引費用が高くなる

につれ，そのシェアを低めるであろう。

2.1.5　選別・ランキングの果たす役割

　上で考慮したのとは全く反対の要因も，流通

業の長期取引関係下を考える際に重要である。

つまり，特定メーカーとの取引を行なう下流業

者が複数存在し，メーカーあるいは卸が積極的

にこれらの下流業者を選別しランクづけている

ことである。既に述べたように，このようなラ

ンクづけのシステムは，一般に通常の最適（次

善）本人一代理人契約よりもより効率的であり

うることがわかっている。

　2.1.2で述べたようにランクづけの必然的な

結果として，特定のメーカーと流通業者の取引

関係は，はっきりとした濃淡をもつ。流通チャ

ネルの骨格を形成する特約卸や重点小売店舗の

周縁に取引関係のあるその他の卸や小売店のグ

ループが形成される。妾然，中核的な役割を担

う流通業者には，より効率性が高いものが選ば

れることになり，場合によっては，そのうち特

に有力な卸は独自のランキング・システムを持

ち，より大きな双占剰余を手にするものも含ま

れるであろう。

　このような取引関係を決定づけるその他の要

因にはどのようなものが考えられるであろう

か?  一つの要因は，流通全体の技術的・市場的

連関からみた，相対的な独立性であろう。その

典型的な例は，全国展開の量販店に対するメー

カーの対応にあらわれる。この場合，メーカー

は，量販店の物流に関しては，各地域の卸に依

存するが，取引条件の設定や決済といった面で

は ,直取引になっている場合が多い。そこで

は，卸と(量販)小売との垂直的関係は希薄で

ある。このような形での直取引と卸経由の並用

は，多くの産業でみられる。また，さきにも述

べたように，耐久消費財や資本財においては，

修理・アフターサービスでの技術情報の伝達の

ために，一定の地域内の中核的流通業者に，修

理工場を並設させたりする必要が生ずる。

　取引関係をより強固にし，より大きな共同投

資を行なうことの不利益も存在する。特定企業

の系列にはいることによって， Ｃ ｏ ｍ ｍ ｏ ｎ

Ａｇｅｎｔとしての利益は犠牲にされるし，系列内

の取引関係が全体として，系列外との取引を排

除するような排他的な性格が強まりすぎると，

系列全体として負担すべき市場リスクが大きく

なりすぎる傾向がある。同じ企業の生産する製

品メニューの中でも，汎用性の高いものや，製

品差別化が進んでいない場合，販路を限定する

ことはかえって不利になる。

　このような理由から，Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔとして

独立性の高い流通業者に対して，参入企業は，

流通業者の技術的制約と両立可能な限り比較的

容易に取引関係を結ぶことができるであろう。

しかし，これらの流通業者は，効率性で劣った

り，全国展開力がないため既存企業の中核的な

流通業者に選ばれなかったのかもしれない。い

ずれにしても，このような流通業者の選定をと

もなう流通網の確立には長い時間と市場での経

験が必要になるであろう。また，「系列」化がそ

の市場の流通の大勢になると，独立した卸の

Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔとしてのうま味も消失する。結

果として新規参入業者が流通チャネルを確立す

るのがより困難になる(注23)。

2.1.6　小売店を巡るｃｏｌｌｕｓｉｏｎ

 既に強調したように，小売店のＡｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔ

を削減するためには，小売店舗間のブランド内

価格競争を防ぐことが望ましい。また，Ｓｔｉｇｌｉｔｚ

ａｎｄ Ｒｅｙ(1988)やＢｏｎａｎｎｏ ａｎｄ Ｖｉｃｋｅｒｓ(1987)は，

小売店のブランド内競争を防止するテリトリー
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の設定やブランド間競争を弱める小売マージン

の設定によって，寡占的メーカー間の価格競争

が緩和され，ｃｏｌｌｕｓｉｖｅな行動をみちびき易いこ

とを示した。

　直観的な説明をすると，上の二つのいずれの

場合でも，ｄｏｕｂｌｅ ｍａｒｇｉｎａｌｉｚａｔｉｏｎが発生してい

る。卸価格は（フランチャイズ制が利用可能で

あるにもかかわらず）限界費用よりも高く設定

されており，ブランド間競争の強さを示す価格

の交差弾力性がより小さいところで均衡が成り

立つ。つまり，メーカーは人為的にｄｏｕｂ ｌ ｅ

ｍａｒｇｉｎａｌｉｚａｔｉｏｎの非効率性を作り出すことで，

メーカー間のｃｏｌｌｕｓｉｖｅな行動を可能にしている

である。

　Ｃｏ ｌ ｌ ｕ ｓ ｉ ｖ ｅな行動は，小売店がＣｏｍｍｏｎ

Ａｇｅｎｔとして，複数のメーカーと取引関係にあ

ることが一般的な場合に一層起こり易くなる
(注24)。

　要するに，系列内小売店の管理という理由か

らも系列間のpredatoryな競争の抑止という理

由からも，小売レベルでの価格競争を避けよう

とする強いインセンティブが存在する。このた

め，さきに述べたように，小売店に対する様々

な働きかけ，リベート・報奨制といった，小売

価格・マージン以外の競争手段が多用されるこ

とになる。系列化や小売店の零細性を巡る諸特

徴は，いずれも日本における非価格競争の重要

性を示唆するものといえる。

　このような小売店を巡る競争のもつ第一の特

徴は，メーカー間の市場シェアを巡る競争の対

象が，消費者ではなく小売店であることである。

消費者の嗜好へのすり合わせ，細々とした便宜

の提供といった事柄は，主要に小売店の裁量に

より，小売店の自らの意志により行なわれる。

ある市場への参入を考える際も一方で広告宣伝

といった直接消費者を対象にする手段が利用さ

れるとしても，小売店舗への「働きかけ」が少

なくとも同等に重要な手段である。特に小売価

格にｃｏｌｌｕｓｉｖｅな傾向がある場合，この側面は一

層強調される。

　上に述べた非価格競争手段は，メーカーや卸

の営業要員による運営・管理が綿密になされな

いと有効には働かない。したがって第二の特徴

として，このような競争は流通費用を引き上げ

やすいことがあげられる。

　第三に，小売店への働きかけや小売店での情

報のフィードバックなど，流通業者の情報機能

が極めて重要である。それは，このような非価

格競争手段に小売の裁量の余地が大きく，しか

もそれが市場シェアを左右することが多いため

である。

　メーカー間の価格競争が緩和されると，系列

内での選別メカニズムも，市場メカニズムを模

倣するようなものとは異なった要素をみせる。

上に述べたように(小売店が消費者の需要を代

弁するように)，卸の競争力も主要には傘下の

小売店の数や影響力，つまりは『帳合』によっ

て代弁されることになる。

　そこで，以上の系列内の特徴と系列間の特徴

がどのように参入の形態やコストに影響を与え

るかを次に考えてみよう。

2.2　競争・協調・共謀・参入(注25)

　ＶＲが及ぶ範囲内での競争とメーカー間での

(注23)　その典型として自動車産業をあげることが出来るだろう。他方，加工食品の例にみられるように，量

　　　　販店の要望にみる卸 (場合によってはメーカー )の共同配送体制が，メーカーと系列流通企業との排他

　　　　的関係を次第に変化させているような例もある。たとえば，物流設備にかなりの設備投資が要求され

　　　　るアイスクリーム物流では，主要メーカー (販社 )間での共同配送が常態化しており，それによる他

　　　　メーカー品の商流も大きく膨らんでいるといわれる。ヒのように小売を軸とした物流ルートが，結果

　　　　的に，垂直的な取引関係を変質させる場合，メーカーによる流通系列化のもつ意味合いも，余程変質し

　　　　たものにならざるを得ない。

(注24)　たとえば，Ｂｅｒｎｈｅｉｍ ａｎｄ Ｗｈｉｎｓｔｏｎ(1984)を参照せよ。このようなＣｏｌｌｕｓｉｏｎのＭｏｔｉｖｅと，ブランド

　　　　間の競争の垂直化のインセンティブには鋭い対立があると考えられる。

(注25)　以下の叙述は有賀・並河（1991）と重複する部分が多い。
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暗黙的なｃｏｌｌｕｓｉｏｎを可能にするようなｓｔｒｕｃｔｕｒｅ

を前節で分析した。その背後には(1)メーカーが

複数の流通業者と取引を行なっているという

Ｐｒｉｎｃｉｐａｌ-Ｍｕｌｔｉｐｌｅ Ａｇｅｎｔｓの関係，及び(2)各流

通業者が複数のメーカーのＣｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔで

あるというＭｕｌｔｉｐｌｅ Ｐｒｉｎｃｉｐａｌｓ-Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅ-

ｎｔ関係，(3)メーカー間の流通業者を介した競

争，(4)そしてそれらを支える長期取引関係の諸

特徴という四つのエレメントがあった。従っ

て，新規参入に対して，流通組織全体がどのよ

うに対応し，どのような参入阻害的効果があら

われるかも，以上にみたような必ずしも相互に

両立可能でない要因に沿って，考えてみる必要

がある。

2.2.1　参入障壁としての流通費用

　生産企業が新規に市場に参入する場合，日本

の流通のしくみが参入阻害的な効果をもちうる

とすれば，それはどのような現象となって具体

的にあらわれるだろうか?

　まず第一に，既存メーカーによる参入阻害を

目的とした，戦略的行動が考えられる。たとえ

ば，参入企業と取引を開始する流通業者に対し

て，取引停止等のペナルティーで対抗する，と

いったケースである。既存企業のこのような行

動が可能で実効あるものになるためには，流通

市場でいくつかの条件がみたされねばならない。

上の例でいえば，既存企業の市場シェアが充分

高く，かつ流通業者の取引を逐一監視出来る体

制になげればならない。潜在的可能性としてで

さえ，そのようなケースは主に流通の系列化が

非常に進んだ業種に限られるであろう。

　参入阻害的行動の影響が強い参入企業は実質

的に自ら流通組織を構築するか，撤退かの選択

に迫られる。

　第二のケースとして，明白な参入阻止行動の

結果としてではなく，参入企業にとって，既存

企業より流通費用が高くなる場合がある。その

主なものは，流通チャネルの開設に必要な投資

的支出であり，特に，参入の決定に重要なのは

回収が不可能なもの，いわゆるｓｕｎｋ ｃｏｓｔであ

る。また，このコストが固定的な（商規模と独

立性が強い）ものであれば，規模の小さい，あ

るいは品目の少ない参入は特に不利になる。

　第三に，参入「障壁」として日本の流通業に

おいて特に重要と考えれるものに，新規参入者

と流通業者の間に存在する情報の非対称性と不

確実性がある。前節でも述べたように，日本の

流通組織においては，既存企業と流通業者の間

で密接な情報交換を可能にする様々な手段が用

意・活用されている。情報の非対称性と市場条

件に関する不確実性は，一方では参入者の

Ａｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔを高め，他方では，市場の実情に

慣れるための様々な「投資」を要求する。第四

に，たとえ明確な系列化が行なわれていない場

合でも，既存企業と流通業者の間に結ばれた取

引関係自体が重要な参入障壁となりうる。

　以下では，主要に二，三，四の三つの側面か

ら，参入「障壁」としての取引費用を考えてみ

る。

2.2.2　Ｓｕｎｋ Ｃｏｓｔ

　新規参入者にとって流通部門において不可逆

性が高くかつ移動可能性が乏しい投資がどの程

度必要とされるかは，次節で扱う参入の形態と

業種に決定的に依存する。最も極端な例とし

て，港あるいは空港到着後の財貨の処分につい

て一切を商社に依頼して輸出を行なう場合，

Ｓｕｎｋ Ｃｏｓｔとなるような投資費用は殆ど無視で

きる。これに類似するが，輸入総代理店を持つ

ような参入の形態にあっても，Ｓｕｎｋ Ｃｏｓｔとな

るような投資費用が小さくて済むことは明白で

ある。

　しかし，業種や参入の形態によりばらつきは

あるものの，共通の費用として考えられるもの

では，次の三つが重要であろう。第一に（小

売）市場浸透のための様々なマーケティング費

用を考えることができる。広告・宣伝費はその

典型であろう。第二に，日本市場固有の特徴に

対応するような商品のＡｄａｐｔａｔｉｏｎに必要な様々

な費用が考えられる。たとえば，特に日本で重

視されるパッケージのデザインやサイズの調
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整，日本文マニュアルの作成などが考えられる。

第三に，何らかの形で，自前の営業スタッフを

かかえて，これらの活動や流通管理を行なう場

合，そのための初期投資や固定的費用が発生す

る。もちろん，これらの費用は，場合によって

は流通業者が自ら投資するものであり，必ずし

も参入企業自体の投資として発生するとは限ら

ないが，かえってそのためにこのような費用が

過大になるケースがある。

2.2.3　Ｓｕｎｋ Ｃｏｓｔと参入の形態

　参入企業にとって，Ｓｕｎｋ Ｃｏｓｔの分担には大

きくいって三つの方法が考えられる。第一は，

自らのＳｕｎｋ Ｃｏｓｔの負担をできる限り小さくす

るために，これらの投資活動を流通部門に委ね

る方法である。多数の流通業者に対してそのた

めの誘因づけを行なうために，流通マージンを

高くとって，各流通業者の活動が与える外部性

を内部化するのはその一例である。第二に，

マーケティング活動を中心とした現地法人ある

いは合弁企業を設立すれば，ある程度，分権化

がもたらすこのような弊害を取り除く事が可能

である。第三の方法は，実質的に流通部門を自

前で建設するものである。

　いずれの方法にも固有の問題がある。まず第

一の方法は，Ｓｕｎｋ Ｃｏｓｔの問題をＡｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔ

や水平的外部性の問題に変換しただけに終わる

かも知れない。流通業者がこれらの活動を代行

する場合，企業が逐一監視・管理することはで

きない。一般に流通業者の利害と参入企業の利

害は完全には一致せず，過小な投資や非効率な

取引が発生しやすい。これがＡｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔであ

る。このような形での参入においては，初期投

資は確かに極小化されるが，高マージンと販促

活動の不足のために売上が伸びず，配給・在庫

費用も割高となり，それが更に高マージン・高

価格・売上の伸び悩みに結びつく，という悪循

環に陥ることも多い。つい最近までの多くの輸

入雑貨・食料品の特徴はひとことでいえば，こ

のようなものであったといえよう。

　このような形態でも市場への参入が不可能だ

とは限らない。輸入代理店の集中的な広告・宣

伝活動のみで成功している例は多い。しかし，

これらは，ある意味で市場開拓の努力をそもそ

も必要としないような確立したブランド，卓越

した品質を持つ財貨に限られる。既存企業や流

通企業は争って販売協力のパートナーとして名

乗りをあげる。Ｓｕｎｋ Ｃｏｓｔが問題とならないよ

うな例である。

　第二に，自前の営業部門を抱えた現地法人を

設立して，流通部門との取引・販促活動を行な

う場合を考えてみよう。現地法人の事務所設立

・営業スタッフの人材確保などの活動に必要な

費用のかなりの部分がＳｕｎｋ Ｃｏｓｔである。流通

部門のあり方で，このＳｕｎｋ Ｃｏｓｔに対して最も

重要なのは，卸売業との取引及び販促活動に最

小どの程度の規模が必要とされるか，また卸売

業者が全国展開しているのか，といった点であ

る。

　第三に，Ａｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔが莫大なものになると

考えられる場合，流通部門全体を自前で建設す

ることがある。当然，参入企業の直接負担額は

最も大きなものになる。また，流通部門を完全

に自前で建設する場合，そのほとんどは小売店

をフランチャイズ化したチに一ン展開を行なう

企業である。情報の非対称性や不確実性の果た

す影響とＳｕｎｋ Ｃｏｓｔの間で特に重要なｉｎｔｅｒａｃｔｉ-

ｏｎｓが存在するケースだと思われる。

2.2.4　Ｓｕｎｋ ＣｏｓｔとＡｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔのトレードオ

フ

　しかし，翻って，このような三つの対処の方

策を比較すると，Ｓｕｎｋ Ｃｏｓｔの負担の大きさと，

情報の果たす役割，より一般的にはＡｇｅｎｃｙ

Ｃｏｓｔとの間にはトレードオフが存在しているこ

と，そしてそれがＳｕｎｋ Ｃｏｓｔをどの程度誰が負

担すべきか，参入企業はそれに対応してどの様

な方策を選ぶべきかを決定する重要な因子であ

ることに気付く。例えば，Ｓｕｎｋ Ｃｏｓｔを極小化

するような第一の方策をとった場合，参入企業

が直接流通に影響を及ぼしうる手段は極めて限

定されたものになる。輸出価格の調整，広告宣
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伝費の投資額や（輸入代理店との）分担の決定

などがその主なものである。一方，潜在的に

は，メーカーと輸入代理店，輸入代理店と二次

卸，二次卸と小売業，小売業間，これら全ての

二者間関係において，Ａｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔや外部性に

よる非効率性が膨らむ潜在的可能性がある。中

間取引に介入し情報を流すことのできる営業ス

タッフを投入することでこのようなコストは軽

減されるが，全ての小売膚を営業スタッフがモ

ニターすることが実際上不可能な場合，いかに

卸を活用できるかが鍵となる。

2.2.5　「日本的流通」とＳｕｎｋ Ｃｏｓｔ

　以上を要するに，参入企業にとって，初期の

マーケティング活動に対する投資を流通業者に

分担させる場合，投資額決定と費用分担の両面

で大きなＡｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔが発生するこの可能性が

ある。しかしこれらは，特に日本の流通業固有

の要因によるものでははい。特に日本の流通業

のあり方がよりＳｕｎｋ Ｃｏｓｔを大きくすると考え

る理由があるであろうか?

　前節で述べたようにＣｏｍｍｏｎ  Ａｇｅｎｔとして .

の小売店や卸との取引関係を確立するために，

流通業者のそれぞれに対し取引への ｉｎｃｅｎｔ ｉｖｅ

を確保しなければならない。但し，全ての流通

業者と個別に取引関係を直接に結び，その中で

ｉｎｃｅｎｔｉｖｅを確保してゆくことは禁止的なコス

トがかかるし，期待されているわけでもない。

「流通チャネルを確立する」というのは，具体

的には，中核的な卸（或は販社）を選び，それ

らに下流部門の統括を部分的に委譲することで

Ｃｏｍｍｏｎ  Ａｇｅｎｔとしての範囲の経済をうまく

利用すること，そして，流通の効率性を決定す

る特に重要な変数について十分な動機づけと監

視のシステムを作りあげることである。

　流通業者がＣｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔとして，他のメー

カーとの取引関係を持っていることによって参

入企業の戦略はどのような影響を受けるであろ

うか?  第一に，これらの目標のための手段とし

て，既存他企業が採用している手段と全く異

なったものを提示したり，全く異なった行動を

流通業者に要求することは多くの面で困難であ

る。たとえば，小売の在庫管理を監視するため

に，納品頻度を高くしたり，小売店のモニター

を通常以上に詳しくすることを要求しても，卸

は他メーカーのものも含めて，個別小売店との

帳合いを持っており，特定メーカーの商品群に

対してのみこのような行動を義務づけることは

非常なコストを伴うであろう。全く同じ理由で

もって，粗放的な販売戦略を貫くことも容易で

はない。いずれにしても流通業者，特に小売店

が，複数メーカーの製品を扱う Ｃ ｏ ｍ ｍ ｏ ｎ

Ａｇｅｎｔであり，それに適切な販売インセンティ

ブを与えるために多大の費用と労力がかかる。

要するに，参入企業が流通業者の提供する諸機

能をどの程度独立に分割して購入できるかが流

通チャネルの開設費用に大きな影響を与える。

　第二に，さきに述べた競争・協調・共謀の三

つの側面のどれと，どのような形で新規参入者

が問題に直面するかによって，克服せねばなら

ない目標やそのための投資費用が大きく異なる。

たとえば，第Ⅱ論文で詳しく述べるように，医

薬品産業では，卸の段階での統廃合・合併によ

る集中化が目立って進んでいる。これは，いく

つかの合併のケースにもみられるように，メー

カー側のＶＲの有効性からいって，卸の間の利

害対立が無視できなくなったことも重要な理由

である。（その例はＰＯＳ開発を巡るかけひきに

象徴的に表れている。）医薬品産業のように小

売（薬局）レベルでの裁量や営業姿勢が販売戦

略の要であるような場合，ＶＲによる垂直的な

管理と配給システムの効率性がマーケティング

の成否を決定する。そのため，小売店への働き

かけにメーカー間の競争が集約される。

　他方，小売レベルの横のつながりが，上流部

門に対して大きなＢａｒｇａｉｎｉｎｇ Ｐｏｗｅｒとなってい

る場合，ＶＲの果たす役割は全く異なったもの

になっている。

　全体として，適切な中核卸の選定や小売店へ

の働きかけのための組織づくりが行なわれない

と，メーカー側の販売努力はフラストレーショ

ンや摩擦を引き出すだけにおわりかねない。
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Ｓｕｎｋ　ＣｏｓｔとＡｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔの間にトレードオフ

があるのは既に述べた通りだが，パートナーの

選択を誤ると，たとえ多大の投資を行ない，大

規模の営業スタッフを用意しても，有効な販売

チャネルが確立できるとは限らない。

2.2.6　流通の情報機能とＡｄａｐｔａｔｉｏｎ

　日本の流通業の一つの特徴は，流通部門内で

の取引が，単なる財貨の所有権移転と分配・分

売機能にとどまらず，多面的な取引を多岐にわ

たる手段（在庫管理，企業間信用，リベート・

報奨制，派遣店員，資本参加等）を使い行なっ

ていることにある。これは日本の流通部門にお

いては，最終需要者と生産者の間の情報伝達機

能が極めて重視されていることの反映と考えら

れる。流通部門内の取引は，このために必要な

情報の伝達を財の流れの中で行なうために，上

に述べたような手段を利用してきた。日本の市

場に参入する企業にとって，市場情報を流通組

織を通して獲得し活用することが特に重要であ

ることの理由の一つは，日本の市場において，

きめ細かく迅速なＡｄａｐｔａｔｉｏｎで市場動向に対応

することが，市場の確保にとって不可欠である

ことである。Ａｄａｐｔａｔｉｏｎの重要性は，単一商品

におけるきめ細かな改善にとどまらず，代替性

の強い商品の間で急速な需要のスウィングがお

こる場合に，いかに機動的に対応できるかにも

影響を与える。このようなＡｄａｐｔａｔｉｏｎは，ひと

くちにいって学習するしかなく，市場へのコ

ミットメントがあって初めて可能だと思われる。

Ａｄａｐｔａｔｉｏｎを中心とする“特定市場”への「慣

れ」を重視するコメントが，多くの外資系企業

の成功要因としてあげられるのも，これを裏付

けるものといえる。

　参入企業が市場範囲の拡大に成功する場合，

殆どのケースでは，本国で販売されている財の

メニューを次第に日本国内に持ち込むことに

よってではなく，多かれ少かれ日本向けの商品

を開発することによっている。そしてこの傾向

は独占的競争に近い市場形態のもとでは，可能

な限り差別化を進め，潜在的な市場規模を確保

するためには，広い範囲でメニュー（つまり品

揃え）を用意することが極めて重要である，と

いう原則にもかなっている。

　市場情報とそれに対応するＡｄａｐｔａｔｉｏｎの重要

性という側面は流通業者とメーカーの協調・協

働を最も強く反映するものである。したがっ

て，「系列化」と総称される垂直的取引の特徴

が，流通の情報機能と深くかかわり合っている

のは極めて自然なことである(注26)。しかし，「系

列化」のこのような傾向は，常にＣｏｍｍｏｎ

Ａｇｅｎｔである小売店や卸がその独自性を維持し

ようとする傾向と対立する可能性をはらんでい

る。その対処の方策の一つとして直販が考えら

れる。

2.3　参入形態と取引費用

　前節での分析の焦点は，参入を困難にするよ

うな流通の特徴と，その費用の内容との連関に

あった。ここでは，これらを考慮に入れて，参

入の形態と参入に必要な取引費用がどのように

関わり合っているかを見ることにする。

2.3.1　参入の形態

　参入形態を流通部門への関与度の違いから分

類する場合，参入の形態を決定する要因にはど

のようなものが考えられるであろうか? 前節の

分析においては，参入企業の流通への関与の程

度とパターンを決定する要因として，(1)Ｓｕｎｋ

ＣｏｓｔとＡｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔの間のトレードオフ，(2)流

通諸機能の分割購入の容易さ，(3)小売レベルで

の情報の重要性の三つをあげた。以下，これら

の要因を上にあげた参入企業の三つの類型［2.

2.3参照］に対応さ起て考えることにする。

(注26)　当然ながら，典型的な卸売り業者の扱う商品の数は，総合商社を除外しても膨大な数になる。年商４

　　　　00億円程度の中堅医薬品卸の仕入れ先は大衆薬に限っても約30社にのぼる。卸段階でこのような製品

　　　　情報が伝わらないと，参入企業が自らプロパーを動員して小売店に働きかけない限り，店頭に並んで

　　　　いても殆ど売上は期待できない。
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2.3.2　流通の監視費用と効率性

　Ａｇｅｎｃｙ ＣｏｓｔとＳｕｎｋ Ｃｏｓｔの間のトレードオ

フの形状は，流通組織そのものの特徴だけでな

く，参入企業に対する流通組織の評価にも依存

する。

　所与のトレードオフ上でどのような二つのコ

ストのみ組合わせを選ぶかは，参入企業の資金

能力や，危険回避度，他の形態への移行の可能

性などによって決まる。

　海外からの参入企業の間で，参入時期，本国

企業の規模などがよく似ていても，参入形態は

極めてヴァラエティーに富む。これは流通業者

からみ、た参入企業に対する評価や参入企業自身

のモラルハザードの問題のために，流通組織は

同じでもＳｕｎｋ ＣｏｓｔとＡｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔのトレード

オフの形状が異なるからであろう。たとえば，

小売レベルでの乱売，値崩れ問題をとってみて

も，直販体制をとれば直ちに解決されるわけで

はない。

　参入企業がその産業において実績に乏しく，

そのために取引業者にとってリスクが大きい場

合，代理人を介することでＡｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔが削減

されることがある(注27)。

　他方，市場自体のリスクが大きく，代理人に

リスク負担能力が乏しいと，このような形態は

かえって非効率である。販促活動への投資が過

少になったり，非効率な買取制や高マージンに

陥りやすい。

2.3.3　流通部門の範囲と規模の効率性

　流通との関わり方を決定する第二の要因は，

流通機能がどの程度一元的に担われているかで

ある。たとえば，配給機能については規模の経

済あるいは範囲の経済の観点から，卸売業者に

委譲することが望ましく，それ以外の機能は参

入企業自らが直接管理すべきであるとしても，

そのような形での卸の利用が常に可能だとは限

らない(注28)。

　配給面でみた規模・範囲の経済が流通への関

与の程度やパターンを制限する場合，必ずしも

配給機能の技術的要因のみによりそれが発生す

るとは限らない。卸売業に地域性が非常に強い

場合，全国展開を企図する参入企業は数多くの

卸売業との取引を行なわざるをえず，それが営

業スタッフの規模の最低限度を決める場合があ

る。また，販促活動をメーカー自身でやらねば

ならないか，卸に代行させることができるの

か，あるいはそのどちらかを自由に選べるかも

重要である。集中度が低く，群小メーカーの多

い産業では，販促活動はむろん，広告・宣伝ま

でが卸売業者によってなされる場合もある
(注29)。

　このような技術的要因や流通部門の成立の歴

史的経緯によって，参入企業が直接コントロー

ルすべき流通業者も異なってくる。たとえば，

配給・物流機能を兼営する小売のヴォランタ

リーチェーンや，量販店の場合は，卸は「帳合

い」を持つ形式的な仲介者に過ぎない場合もあ

(注27)　第二論文でとりあげる大衆医薬品産業では，このような意味合いの強い販売委託契約がよくみられ

　　　　る。たとえば，武田薬品工業の場合，主なものに限ってもボラギノール（天藤製薬），ビオフェルミン

　　　　（ビオフェルミﾝ製薬），マイティア（千寿薬品）などがあり，大衆医薬品部門の売上の約 3 0％が，こ

　　　　れら“導入品”により占められている。

(注2 8 )　サントリーがビール部門に参入した際配送ネットワークはアサヒビールに依存し，それ以外の流

　　　　通機能は自社の販社で扱った。もしも，アサヒあるいはそれ以外のビールメーカーがこのような流通

　　　　サービスの提供を断わった（断わる理由はいろいろ考えられる）とすれば，サントリーは，当初から流

　　　　通機能と物流サービス全体の体制を自社で賄うことになったであろう。サントリー参入時のアサヒと

　　　　の販売提携では，当時の経営者同士の個人的交友関係が極めて重要であったといわれる。現在でもア

　　　　サヒビールが何故このような協力をするに至ったか，納得のゆく説明はないといわれる。

(注29)　逆に卸の役割が形骸化している取引では，決済及び陰伏的なリスク負担のみが残存している名目的

　　　　な卸の介在がよくみられる。いわゆる商社の「眠り口銭」の類であり，決済および金融機能以外の役割

　　　　は殆どみとめられない。
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る。家電業界のように，小売レベルでの産業組

織が大きく変化したために，取引卸の整理や地

域別販社から全国統合の販社体制へ対応を余儀

なくされるケースもある。

　販売促進，情報機能，配給そして在庫管理と

いった諸機能の完全な分割購入が多くの場合非

効率あるいは不可能であるのに対し，広告・宣

伝活動は独立性が強く，単なる委託によって処

理される。結果的に新規参入企業はその流通と

の関与を極度に押さえて，広告・宣伝を中心と

した販売戦略を行なうことがよくみられる。

2. 3. 3　小売店への働きかけ情報収集の重要

性

　流通との関わり方を決定する第三の要因は流

通部門が果たす情報伝達機能，特に，小売段階

での情報のフィードバックや小売店による推奨

販売が，どの程度，参入企業の販売戦略にとっ

て重要であるかである。前節でも協調したとお

り，日本の市場の一つの特徴は，きめ細かな顧

客への対応が要求され，細部の性能や外観・デ

リバリーのタイミングなどが市場シェアに大き

く影響すること，しかも嗜好が決して安定的で

ないため，機動的な対応を要求されることが多

い点である。

　このことによって，参入企業の流通との関わ

り方は，様々な面で影響を受ける。まず第一

に，もしもＡｄａｐｔａｔｉｏｎが市場への参入と獲得し

たニッチェの確保に必要であるならば，海外か

らの参入企業の場合，生産計画にまで遡って国

内現地法人への権限委譲がなされる必要がある。

［あるいは，単にライセンス生産はロイヤル

ティーといった形での関与にとどめ，このよう

な対応は全てパートナー企業に任せる方法も考

えられる。］第二に，Ａｄａｐｔａｔｉｏｎと対応して，あ

る程度の品揃えをした参入が有利になる。第三

に，卸・小売活動のモニターのみならず，営業

スタッフは，これらの流通業者からの情報を組

織立てて収集し，しかもその内容に対処できる

体制を持たねばならない。

　また，小売店レベルでの推奨・相談販売が重

要な場合は，卸を通じてあるいは直接の監視・

働きかけに大きな投資が必要である。ひとくち

にいって，流通への関与の程度が高くなる。ま

たこのことが，特定の狭い品目に限定した参入

を不利にする。これら営業部門の活動には，明

白な範囲の経済があるし，実際，多くの営業担

当者にとっては，品揃えがあることが情報収集

や推奨販売の際に重要であるといわれる。

　しかし，これらの理由のために，流通部門へ

の関与や投資必要度が大きくなるからといっ

て，これらが全てパートナーなしに担われるべ

きであるとは限らない。実際，充分習熟した

パートナーを持つことは，むしろ成功の秘訣で

あることが少なくない。他方，パートナーを持

つことの潜在的な問題は，パートナー企業との

競合や変更においてであり，これは，次節で考

えることにしよう。

2.3.4　小括

　結論として，明確な参入阻止の目的で長期取

引関係が強化されたり，それが利用されること

は少ないと思われる。卸・小売ともに，概して

流通業者は独立性を持つＣｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔであ

ることによって，その存在意義と効率性そして

Ｂａｒｇａｉａｎｉｎｇ Ｐｏｗｅｒを確保しており，多くの場

合，参入企業に対して，排他的に取引関係の障

壁を築きあげることは得策でもないし，また実

行不可能なことも多い。

　しかしながら， このような流 通業者の

Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔとしての交渉力や裁量範囲の

大きさのために，参入企業も含めた全ての上流

企業は多大の販路開拓・維持のための費用を必

要とする。さまざまの販促活動やそれに費やさ

れる営業要員の人的費用は，それが直接最終需

要者への働きかけでない場合は，メーカー間の

シェア争いのために費やされる費用であり，過

剰な投資となっている可能性が高い。このよう

なメーカー間競争と縦の関係での誘因確保に費

やされる費用は，結果的に“Ｒａｉｓｉｎｇ  Ｒｉｖａｒｓ

Ｃｏｓｔ”という現象を導いていると思われる。特

に，生産規模や品揃えの幅が小さい企業にとつ
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て，このような流通費用は，全体としての限界

費用を高くする。販売量が小さく品揃えが狭い

ほど，流通マージンが膨らみ易いのである。

　他方，系列化が非常に進んだり，小売レベル

から流通チャネルの短縮が起こっているような

産業では，縦の流通チャネル統合力が大きく，

このような場合，Ｍａｒｋｅｔ Ｆｏｒｅｄｏｓｕｒｅの可能性

がある。ここで特に重要なのは，高度成長期末

まで残存した外資規制の果たした役割である。

このために多くの海外からの参入企業は既存企

業によって縦に統合された流通チャネルに依存

して，合弁企業やライセンス生産・委託販売な

どの形態で市場に参入したのである。これにつ

いては次章で考えることにしよう。

Ⅲ.　参入「障壁」としての長期的取引関係

　参入障壁としての長期取引関係を考える際

に，前章ではそれを協調・競争・共謀という三

つの側面からとらえてみた。

　第一に，協調，つまり垂直的制限によりコン

トロールされた，縦の流通チャネルの関係に焦

点をあわせる。この時参入「障壁」としての

長期取引関係とは，参入企業に対して，このよ

うな縦の流通チャネルの確立を阻害する方向に

既存の垂直的関係が件用することに他ならない。

第二に，競争の側面つまりメーカーによる流

通業者の選別，再編成に焦点をあてた場合，中

核的な役割を担う流通業者を見つけることが困

難になること，また，既存企業の作り上げる流

通チャネルが，流通業者間の競争により，より

効率的になることが重要である。第三に，共謀

という側面から，長期取引関係をみる場合，既

存メーカー間で小売店の争奪戦を防ぐような

ｃｏｌｌｕｓｉｖｅな行動があること，そのために参入企

業の進出に対して，様々な防衛的行動をとる可

能性があることが重要である。以下では，これ

らのそれぞれについて要約する。

3.1　VRのＭａｒｋｅｔ　Ｆｏｒｅｃｌｏｓｕｒｅとしての役割

　縦の流通チャネルに対するメーカーのコント

ロールが充分に強く，共同利潤がそれによって

高められている場合，VRの様々な手段によっ

て，参入企業の流通業者へのアクセスが困難に

なりうる。

　つまり，既存企業と取引関係にある流通業者

は全体として，部分的な参人制限を行なうこと

で，流通サービスの独占的供給者と同様の利益

を得ることができる。つまり，全体として，新

規参入企業に対して独占的購入者のようにふる

まうことで追加利益を得る。(注30)。従って，一般

に完全な参入阻止行動は観察されず，むしろ有

力な新規参入企業に対してはその利潤に対する

分け前を要求することが最適になる。このよう

な契約の下では，流通業者のマージンは膨ら

み，生産段階での充分なコスト格差をもつ優位

な新規参入者のみが参入する。

3.1.1　「系列化」とＭａｒｋｅｔ Ｆｏｒｅｃｌｏｓｕｒｅ

　上のような意味でのＭａｒｋｅｔ Ｆｏｒｅｃｌｏｓｕｒｅが発

生しており，参入阻害的な影響を及ぼし得ると

判断する基準とはどのようなものであろうか?

　第一に，パートナーを巡る競争において，ど

の程度コンテスタビリティーがあるか，である。

潜在的なパートナーを考えると，現在の日本に

おいて，特定の産業内で明白なコンテスタビリ

ティーの欠如を確認できるものは殆どないと

いってよい。実際，外資系企業のパートナーの

交替はしばしば起こっており，それがＭａｒｋｅｔ

Ｆｏｒｅｃｌｏｓｕｒｅの最大の要因とは考え難い。コンテ

スタビリティーに問題がないとすれば，むしろ

(注30)　Ａｇｈｉｏｎ ａｎｄ Ｂｏｌｔｏｎ (1987)，Ｋａｔｚ (前掲) を参照せよ。
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重要なのは，適当なパートナーを探すこと，そ

して，強固な協力関係を確立することの難し

さ，そして，それに必要な時間であるかも知れ

ない(注31)。第二に，既存企業と流通業者が全体と

して，参入企業に対し参人制限的に行動するた

めには，既存企業と流通業者の間の関係が充分

に固定的であり，また利潤分配の手段を持ちそ

の調整がスムーズになされる必要がある。つま

り，ある程度は「系列化」の進んだ業種におい

てより起こり易い。これらの点を考慮に入れる

と，上のようなパートナーとの協力関係におい

て，どの程度流通部門が果たす諸機能を分割し

て，購入することができるかが重要である。

　個別のＶＲについてより詳しくＭａｒｋｅｔ Ｆｏｒｅｃ-

ｌ ｏ ｓ ｕ ｒ ｅとしての側面を考えてみると，特に

Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔとしての流通業者の特徴がど

の程度影響を受けるかが重要である。たとえ

ば，卸がメーカー各社の営業部員と共同で行な

う様々な販促活動や，小売店へのリベート等に

よる報奨行為が，どの程度特定メーカーに偏ら

ず行なわれているかが検証されねばならないで

あろう。このような活動は，独立したサービス

として，卸がメーカーに供給するものではな

く，配給機能の中で陰伏的に行なわれているも

のである。

　Ｃｏｍｍｏｎ  Ａｇｅｎｔとしての小売店や卸の技術

的特徴が垂直的制限と両立しやすいのは，

Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔであるために発生する卸レベ

ルでの範囲と規模の経済性，小売レベルでの品

揃えの販売戦略が特定メーカーとの取引で充分

に活かせる場合であろう。

　実際，自動車，燃料油，一部の化粧品等にお

いては，Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔとしての流通業者の経

済性は，メーカーの寡占的性格や品揃えの豊富

さといった特徴で吸収されている。これらの業

種ではメーカーとの共同販売契約がない限り，

傘下の流通業者と参入企業が新たな取引関係を

結ぶことは考えられない。誉た，特定のブラン

ドイメージが非常に強固で，しかも卸や小売が

その製品に特化したような業態では，メーカー

ブランドのｒｅｐｕｔａｔｉｏｎという「共有財産」によ

るｂｏｎｄｉｎｇがおきる(注32)。

3.1.2　外資制限

　しかし，これらは現在では概して例外的なも

のであり，むしろ歴史的には外資規制があるこ

とによって，海外からの参入の形態に制約が

あ っ た こ と が 重 要 で あ る と 思 わ れ る 。

特に，流通への何らかの積極的関与が市場参

入に対し必要な場合に限れば，海外からの参入

に対しては，その流通との関与のあり方に大き

な制限要因となったことは否めない(注33)。

　外資自由化が（一部例外品目を除き）達成さ

れた1973年時点においては，日本の主要産業の

殆どが成熟し，特に独占的競争の特徴を備えた

産業においては，製品差別化と品揃えの多様化

により，「考えられる限りの市場ニッチを埋め

ておく」という基本的な布石を完了することが

できた(注34)。

　合弁企業が提供する商品がこの基本戦略に組

み込まれたことは，日本に対する海外からの参

入をみる上でも最も基礎的な事実であると思わ

れる。結果として，海外からの参入企業の中

で，非常な成功を収めたものに限ってさえ，市

(注31 )　パートナーの選択にあたり，その市場での地位や実績から考えて，業界最大手と合弁を作ったり販

　　　売委託契約を結べば確実だというわけでもない。アメリカではミスタードーナツと並ぶ大手のダンキ

　　　ンドーナツは西武外食グループの傘下に入り日本に参入したが，はかばかしい成果をあげていない。

　　　他方，外食産業では全く実績のない，しかも遥かに企業規模も小さいダスキンと組んだミスタードー

　　　ナツは，この分野ではガリバー型独占の地位を築いている。このように日米の比較に限ってみてもマ

　　　クドナルドとバーガーキング，コカコーラとペプシコーラ，マックス・ファクターとエイボンなど，米

　　　国で相対的な地位が日本では逆転していたり，非常に格差が大きいケースが多くみられる。その一つ

　　　 の理由は，パートナーの選択の違いである。

(注3 2 )　アパレル産業の例を考えると，わかりやすい。たとえば「レナウン」というブランドはレナウン１社

　　　に固有のものというよりも縦の系列全体の共有財産である。
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場ニッチは，同業種国内企業と比べて遥かに狭

いことが多い(注35)。

　上に述べたように広い市場に対してフルライ

ン戦略を展開しようとする場合，合弁形態では

遅かれ早かれ，パートナー企業との競合がおこ

るし，増資に伴う資金負担の問題などによる矛

盾や対立が起こり，新たな100％出資現地法人

へ改組が必要になる(注36)。

3.1.3　戦略的補完関係

　長期取引関係の重要性のために参入企業に

とって流通部門整備のための初期投資費用が大

きくなること，そしてその大部分がＳｕｎｋ Ｃｏｓｔ

としての性格を持つものであることは既に述べ

た。つまり，参入の成否にとって，一定の市場

規模が確保できるか否かが決定的な重要性を帯

びることになる。このことは，逆に参入企業の

成功に賭けて一定の初期投資を行なう流通業者

にとっても重要な意味を持つ。つまり，流通業

者の意志決定には，参入企業が他の流通業者を

どの程度確保できるかに関する予想が重要な影

響を与える。ここに，流通業者が参入企業との

取引関係を結ぶか否かの決定に正の外部性（戦

略的補完関係）が発生していると考えられるの

である。フランチャイズ店組織一般やいわゆる

ネットワーク外部性が認められる場合 (注3 7 )はむ

(注3 3 )　外資系企業が全体として日本市場において小さなシェアしか占めておらず，煩雑に参入・撤退・

　　　　　パートナーの変更を繰り返していることは次の諸点からも確認できる。

　　　　　　第一に届け出件数からみた外資系企業は1983年の約2200社から，1987年の2700社に増加しているが，

　　　　　この間に参入した企業のうち，金融サービスが約150社を占め，しかもそのほとんどが大幅な赤字経営

　　　　　である。

　　　　　　第二に，参入が増加しているが，同様に撤退も多い。通産省『外資系企業の動向』から推計すると，

　　　　　過去12年間の新規参入数は約4400社，撤退後は約3500社であり，年率10％以上で外資系企業は撤退し

　　　　　ている。例として『対日投資ガイドブック』 (東京銀行1972年 )掲載の主要外資系企業リストを元に調

　　　　　べてみた。 (1 )加工食品では29社がリストに掲載されていたが，現在でも不変のもの11社，撤退12社，

　　　　　100％外資化5社 ,100％外資から合弁化1社となっている。 (2 )医薬品では，リストにあった39社中，現

　　　　　在も不変のもの23社，撤退10社，100％外資化3社，合弁化3社となっている。これらはいずれも外資

　　　　　が健闘している分野であるが(1 )で撤退した企業は40％以上 (2)でも25％以上にのぼる。また，現状維持

　　　　　のものでも，目立った成果のないまま存続していものも多い。

　　　　　　第三に，アﾝケート調査で問題は多いが，上記『外資企業の動向』によれば，外資系企業の日本市場

　　　　　に占めるシェアは，1987年に製造業で約２％，全産業で約１％に過ぎない。この水準は1965年よりも低

　　　　　い。

(注34 )　米国においてさえ，市場ニッチェを多様な品揃えで埋めておくこと，流通チャネルと緊密な関係を

　　　　　保つことの二点は，参入制限政策として最も重視される戦略だといわれる。Ｓｍｉｌｅｙ(1988)。

(注3 5 )　外資系企業の成功の典型として，しばしば例にあげられるネッスルの場合でも，インスタントコー

　　　　　ヒーの売上は全体の65％を占める。過去，ヨーグルト，チョコレート，などの多角化失敗例も多い。

　　　　　ネッスル本社が，パスタ，チョコレート，固形スープなどの分野に企業買収で参入したため，ネッスル

　　　　　ジャパンもそれらを導入しているが，それよりも日本向け市場の独自製品として開発したシリアル製

　　　　　品で成功していることが注目される。三共との販売提携から最近独立したサンド薬品にしてもサジテ

　　　　　ﾝ（抗アレルギー剤）のみで売上の40％を占める。その他，Ｐ＆Ｇ，リプトン，ＤＥＣなどいずれも各市場

　　　　　で確固たる地位を築いた外資系企業でさえ，同格の日本企業と比べて市場ニッチェが目だって狭い。

(注36 )　Ｐ＆Ｇは当初Ｐ＆Ｇサﾝホームという合弁企業として参入したが，日本側のパートナーに資金力がな

　　　　　く，改めて100％出資のＰ＆Ｇ Ｊａｐａｎを設立した。全く同じではないが，台糖ファイザーも台糖側の出資

　　　　　比率が増資に従い小さくなり，現在はファイザーの完全子会社である。バイエル (武田 )，サンド (三

　　　　　共 )，チバガイギー (藤沢・武田 )など，医薬品業界で最近目だって「自販化」のための合弁や販売委

　　　　　託の解消が増えているが，これも参入の深化にともない，合弁や販売委託での販売戦略が困難になっ

　　　　　てきたためとみられる。また，コダックも販売体制やＤＥＣのラボ網確立のためコダック＝ナガセの資

　　　　　本出資比率を51％にしたほか，100％出資の現地法人を設立している。シャネルやクリスチャンディ

　　　　　オールの場合，現地法人による本格的市場参入にともない，主に百貨店に対象を絞った販売戦略の投

　　　　　資を行ない，そのために取扱店を大幅に減らしたといわれる。1985年当時400店あったシャネルの取扱

　　　　　店は現在では130に限定されている。同様の戦略を完全な直販体制で行なった例として，ルイ・ヴィト

　　　　　ン・ジャパンがあげられる
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」

ろんのこと，取扱店が限られ，製品差別化が顕

著でない場合，傘下の小売店網やそれを管轄す

る卸売業者の数が市場占有率に直接結びつきや

すく，収益性もそれに大きく影響される。逆

に，競合企業のものも含め小売レベルで一定の

品揃えを要求され，差別化が進んでいるような

業種では卸売一小売段階を通じて排他的取引関

係の確立が市場占有率の要因となることは少な

い。したがって，小売段階での系列化は一般的

でなく，また，必ずしも市場占有率と収益率の

間に強い相関はみられない。

　個別流通業者との取引関係を確立するのに時

間がかかり，しかもそれが市場確保の鍵となる

場合，参入企業は大型小売店やチェーン展開を

持つ流通業者との提携関係を出発点にすること

が多い。たとえば，外資系の化粧品メーカーの

主要市場は百貨店や大規模スーパーであり，一

般小売店レベルに浸透することは稀である
(注38)。

　強い系列化の傾向が存在する場合でも，下流

部門にこのような縦のチャネルに対抗するよう

な流通組織がある場合，参入阻害的な効果は著

しく減殺されると考えられる。たとえば，戦後

の医薬品業界では，多くの問屋を前身とする新

薬系メーカーが，傘下の卸を系列化し，それを

通じた薬局の統合を企図したが，全国展開の独

立卸が出現し急成長するにしたがい，縦の排他

的な取引関係の持つＭａｒｋｅｔ Ｆｏｒｅｃｌｏｓｕｒｅとして

の効果は著しく減殺されたと考えられる。

3.2　流通業者間の系列内競争

　同一ブランド内での流通業者（特に小売店）

間の競争は，その内容によってメーカーにとっ

ての損益は著しく異なる。ブランド内価格競争

は，殆どの場合メーカー側にとって小売マージ

ンの確保を難しくしたり，店舗間格差のために

同一ブランド内でも価格差が発生して望ましく

ない。メーカーは，このような競争を極力抑止

ないしは明示的な再販契約によって禁止しつ

つ，一方では，自己のａｇｅｎｔとして，より望まし

い行動をとるように仕同ける手段として流通業

者間に別の手段による競争を持ち込む。

　非線型の売上リベート，「忠誠」リベート，

「特約店」制度などはその典型である。このよ

うな競争メカニズムが有効に働くためには，報

奨による差別と同時に，契約違反や劣悪なパ

フォーマンスに対するｐｅｎａｌｔｙも必要である。

　他方，Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔとして流通業者が複数

のメーカーと取り引きすることに効率性がある

以上，このような競争システムが生むものは，

流通業者とメーカーの間の取引関係の強さの濃

淡である。

　加工食品や医薬品など卸の地域性が強く，中

小卸が多数存在する産業では，メーカーによる

卸の選別や，さらにはメーカー主導の合併・再

編成は，過去10年前後の間に非常な勢いで進捗

した。結果として，卸は大きくいって二つの方

向選択を迫られたものといえる。第一は，全国

展開あるいはそれに近い広域市場を確保するた

めに，自主的に合併・再編を行いＣｏｍｍｏｎ

Ａｇｅｎｔとしての範囲・規模の経済性，更には物

流機能の充実でもって，独立した流通業者とし

ての地位を確保しようとするものである。第二

は，より系列色をはきっりさせ，メーカーとの

共同戦略にのることで，生き残りをはかるもの

である。

　前者のような方向を選ぶことのできる卸が多

くない場合，上のような再編過程の結果，

Ｃｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔとしての流通業者の機能は著

しく減殺される。

　選別・再編のプロセスは，また情報ネット

ワーク化の動きとも密接に関連している。戦略

的補完関係のところでも述べたように，選別・

再編のプロセスの中で，オンラインネットワー

(注37)　外資系では，Ａｍｗａｙやタッパーウェアの報奨システムはこの外部性を反映したものになっている。

(注38 )　但し，これはメーカー側が積極的に取扱店を厳しく選別する政策による場合も多く，特に高級化粧

品メーカーのいくつかは，百貨店の中でも選別を行ない取扱店を限定しているといわれうる。
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クを軸とする流通チャネルが，はっきりとした

系列化の文脈を持つ場合，流通業者間の競争

は，よりドラスチックにネットワークに参加で

きない流通業者の退出をもたらすかもしれない

のである。

3.3　小売店を巡る競争

　日本の小売部門では競争制限的な要素が極め

て多く，極端な見方をすれば，零細小売店は地

理的にみた小売市場圏という（規制等により保

証された）マーケットの出口を所有し，それに

よるレントを収益の源泉とするに過ぎない存在

といえなくもない。もしもこのような見方に一

定程度の妥当性があるならば，それは，参入企

業にとってどのような意味で阻害要因となりう

るであろうか?小売店が特定の財貨しか販売し

ないような場合，その効果は明白であろう。し

かし大多数の業種においては，小売店の取り扱

う商品のメニューは単一の企業によってカバー

されるのではなく，小売店は多くのメーカーお

よび卸業者と取引関係を持っている。

　零細小売業が市場においてｄｏｍｉｎａｎｔである

ことによるもうひとつの影響は，大規模小売店

に比べてリスク負担能力が小さく，特に参入企

業が買取り制に固執する場合，小売マージンは

高くなりがちであるかもしれない。

　しかしながらこのような要因より遥かに一般

的でかつ重要だと考えられることは，零細小売

店の数が膨大で，それぞれが競争制限的な要因

により保証された地理的な市場圏を持っている

こと。そして，そのために生ずる流通費用の高

さ，流通チャネルの確立に必要な時間の長さで

あろう。その結果，既存取引関係（“商圏”

“のれん”)に顧客資本としての性格が発生す

る。『帳合いは財産』なのである。

　もちろん，小売店の品揃えや価格政策は，長

期的には消費者の需要を読みとるものである。

また日本の流通業において，小売段階から始

まって，メーカーにフィードバックされるｆｉｒｓｔ

ｈａｎｄの市場情報が極めて重要であり，市場の動

きに対する製品のＡｄａｐｔａｔｉｏｎが決定的な役割を

持つものであることは既に述べた(注39)。しかし，

そうであるが故に，参入企業にとって参入当初

の時点でどの程度小売店確保の壁を突破できる

かは，決定的な重要性を持つ(注40)。

　流通チャネルのＡｇｅｎｃｙ Ｃｏｓｔを極小化し，市

場シェアを確保するための各メーカーの流通政

策は，結果として継続的取引を重視する高機能

・高コストの流通システムを作り出した。

3.3.1　小売マージンを高める要因

　このような背景によって各小売店を巡り，上

流流通業者やメーカー間にｄｅｓｔｒｕｃｔｉｖｅな価格競

争を避けたいという強い誘因が働くことになる。

これが，卸およびメーカーにとって共通の利害

である限り，ｃｏｌｌｕｓｉｖｅな傾向となってあらわれ

(注39)　このような特徴から，日本の流通コストの高さを弁護しようとする議論がしばしばなされるが，た

　　　　とえこのような特徴が日本の消費者の嗜好を反映するものだとしても，それが直ちに流通コストの高

　　　　さを正当化するとは限らない。このような消費者向けサービスは独立に購入できないから，消費者に

　　　　とってはまさしく「サービス」で，つまり rただ」のものである。小売マージンが充分確保されてお

　　　　り，価格競争が起こらないならば，このような陰伏的サービスに過剰な投資がおこるのは必然的であ

　　　　り，小売店が結果として超過利潤をあげていないからといって，少しも流通コストの高さを正当化す

ることにはならないであろう。

(注40)　このような状況において，参入阻止戦略としての価格政策やＣａｐａｃｉｔｙ Ｃｏｎｓｔｒａｉｎｔによる競争は概し

　　　　て起こり難いと考えられる。というのは，系列化が非常に進んでいる業種の場合でも，流通業者はメー

　　　　カーの垂直統合された販売部門ではなく，メーカーの価格戦略が小売価格の決定を通じて実行される

　　　　ためには，数多くの多段階にわたる誘因確保が必要になる。また，小売店レベルでも卸売段階でもメー

　　　　カーが関与する取引相手には，規模，効率性，メーカーとの関係の深さ，等々でさまざまであり，メー

　　　　カーの指示どおりに価格政策を行なうことはしばしば困難である。実際最近話題になったが，家電

　　　　メーカーと系列店組合との間の量販店との差別的措置を巡る抗争は，系列化が進んだ典型業種といわ

　　　　れる家電業界でさえ，メーカー側と流通部門との完全な協調はありえないことを如実に示した例とい

　　　　えよう。
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る。

　その第一は，小売価格による競争を極力避け

ることであり、小売店にこのような誘因を与え

ないように，ＶＲを設計することである。価格

の「横並び」傾向は，その一つのあらわれであ

る。また，小売価格による競争は，卸との円滑

な関係を維持しつつ機動的に対処するのが極め

て困難である。地域間で価格差が発生したりす

る場合は，顧客や小売店，さらには卸からも不

満が出やすい。いきおい，小売店を巡る上流業

者の競争は，販売シェアの確保およびその目標

のための様々なＶＲの利用や働きかけが中心と

なる。

　小売マージンを高く設定し，拡販リベートや

忠誠リベートで少しでも小売店内の自社分シェ

アを引き上げることは最も基本的な戦略である。

　Ⅱでも述べたように，各流通段階で販売努力

や誘因確保のためにマージンを高くする戦略

は，ｄｏｕｂｌｅ ｍａｒｇｉｎａｌｉｚａｔｉｏｎの弊害をもたらす

が，そのために，メーカー間のｐｒｅｄａｔｏｒｙな価格

競争が抑止されるという効果もある。小売価格

及びマージン率を高く固定することでメーカー

間の陰伏的なｃｏｌｌｕｓｉｏｎが達成されやすいのであ

る。

　量販店のように，固定経費は大きいが販売の

限界費用が小さく，しかも，在庫管理が徹底し

ているような場合，上のようなｃｏｌｌｕｓｉｖｅな行動

は，量販店同士のブランド内競争によって有効

でない場合が多い。

　結果として，一般小売店と量販店に対する

ＶＲの方策が大書く異なってくるのである。

3.3.2　Ｃｏｌｌｕｓｉｖｅな行動と参人

　日本的な流通システムでは，産業組織の特徴

としては，市場略奪的な価格戦略や投資行動は

あらわれ難い。卸売，小売のＣｏｍｍｏｎ Ａｇｅｎｔと

しての特性が強い上に，小売の地域独占的性格

のために，メーカーの流通コントロールが弱

く，むしろ，ｃｏｌｌｕｓｉｖｅな傾向に至り易いのであ

る。

　このような場合，参入企業が高機能・高価格

の流通機能を望まず，低価格・粗放型のマーケ

ティングと展開しようとすると，大きな困難に

ぶち当たる。小売店にとっては，隣接競合店の

商圏を取り込む位の大幅な商規模の拡大が望め

ない限り，参入企業の低価格，低マージンの戦

略に呼応するインセンティブはない。多かれ少

なかれ所与の陳列スペースを作って，多かれ少

なかれ同程度の数量しか販売できないならば，

このような戦略によって得るところは少ない。

　卸にとっても事情は大して変わらない。しか

も卸にとっては取引小売店の販売インセンティ

ブを獲得するという責任も負わされることにな

る。

　結果として，参入企業が低価格・粗放型の

マーケティングを推進しようとすると，競合

メーカーのみならず，流通業者全体から反撲を

招くことがある。「流通革命」と呼ばれたスー

パーマーケットの参入時や近年の並行輸入品を

巡るあつれきを想いおこされたい。そして，

スーパーがかつての低価格戦略を放棄して，卸

を活用する日本的流通の中に組み込まれていっ

たことからすれば，低価格・粗放型マーケティ

ングの戦略は，一度地歩を築いたメーカーに

とって得策とはいえないことを暗示するように

思える。

3.4　小括

　顧客が小売店を選別する要因には様々なもの

がある。特定の財貨の価格はその一つでしかな

い。しかも，いわゆる「買い巡り品」とよばれ

る，単品購入のために小売店を選別する場合は

ともかく，日常的に購入される商品について

は，顧客は，購入バスケット全体の価格体系を

比べて小売店の選択を行なう。特定商品に対す

る価格弾力性はこのような選択行動の結果から

も小さくなりやすい(注41)。

　さらに製品差別化や，非価格競争手段への投

（注 41）　このような視点から小売価格モデルを分析するものとしてＢｉｌｓｓ(1988) がある。
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資が極めて重要視される日本の流通業の特徴の

ために，ブランド間競争における価格の果たす

役割は著しく小さくなっているのではないかと

想される。

　さらに相談販売やきめ細かいサービスといっ

た非価格競争は，一般小売店に比較優位のある

分野であり，結果としての高マージンを維持す

る方向に働いたのではないかと推測される。

　非価格競争に投入される資源のもたらす限界

収入は様々な要因により大きく影響を受ける。

小売レベルでの報奨・販売努力の効果をあげる

ようなブランドイメージやｒｅｐｕｔａｔｉｏｎの確立に

よって，小売マージンが同じでも小売店にとっ

ての販売努力の水準は大きく変化するであろう。

品揃えの幅を広めることによって，特定メー

カーやブランド全体に対する広告・宣伝のもた

らす限界収入は高くなる。

　結果としてこれらの非価格競争への傾斜は，

ｃｏｍｐｅｔｉｔｉｖｅ ｆｒｉｎｇｅの採算点を押し上げ，小規模

少品目での参入を困難にしている可能性が強い

と考えられるのである。
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